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序     文 
 

日本国政府は、モンゴル国政府の要請に基づき、同国において「モンゴル日本人材開発センタ

ー」プロジェクトを実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構が独立行政法人国際交流

基金の協力を得て、2002年１月22日から2007年１月21日まで、「モンゴル日本人材開発センター」

（フェーズ１）プロジェクトを実施しました。 

モンゴル国政府は、フェーズ１の協力の成果を高く評価し、モンゴル日本人材開発センターの

取り組みを継続したいとして、2007年１月22日から５年間の技術協力プロジェクト「モンゴル日

本人材開発センター（フェーズ２）」の実施を日本国政府に要請しました。モンゴル国政府と日本

側との協議の結果、2007年１月より５年間の計画でフェーズ２を実施することが合意され、現在、

フェーズ２として技術協力プロジェクトが実施されています。 

今般、プロジェクト開始から２年半が経過したため、2009年８月12日から９月11日の日程で中

間評価調査団を現地に派遣し、プロジェクトの中間評価を実施しました。 

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、プロジェクト実施の基礎

資料とするだけでなく、類似プロジェクトの検討に活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、一層の

ご支援をお願いする次第です。 

    

 平成21年10月 

 

独立行政法人国際協力機構 
公共政策部長 中川 寛章 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国 名：モンゴル国 案件名：モンゴル日本人材開発センタープロジェクト 
    フェーズ２ 

分 野：民間セクター支援 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 協力金額（案件開始～2008年度末）：総投入額 約2.16億円 

協力期間 先方関係機関：教育・文化・科学省、モンゴル国立総合大学

 日本側協力機関：独立行政法人国際交流基金 

 

（R/D) ：2007年１月～ 
2012年１月 

（延長)：  
（F/U) ： 他の関連協力：  

１－１ 協力の背景と概要 
我が国は、モンゴル国（以下、「モ」国と記す）の市場経済化を支援するため、これまで経済

政策や産業政策、税制改革、中小企業支援など、主として政策面・マクロ面での協力を進めて
きた。他方、「モ」国では経済体制の移行の流れの中で、近年では実体経済を支える民間の人材
や、制度面からこれらを支える行政官等実務者の育成が急務となっている。 
かかる背景の下、2002年１月から５年間の協力期間にて、モンゴル国立総合大学（NUM）を

カウンターパート（C/P）として効率的・効果的な人材育成ニーズへの対応と日本の「顔の見え
る協力」を実現する拠点としてモンゴル日本人材開発センター（MOJC）プロジェクトを開始し、
2002年６月の建物の完成とともに正式な開所に至った。以降、「学習支援の拠点」「相互交流の
拠点」「ネットワークの拠点」をコンセプトとして、ビジネス人材育成事業、日本語教育事業、
相互理解促進事業を三本柱として活動を実施した。 
ビジネスコースでは、主として日本的経営等の実践的な技術やノウハウを提供するコースを

実施し、日本語コースでは「映画で学ぶ日本語」や「IT日本語」「ラジオ日本語」等の多彩な講
義を提供した。さらに、定期映画会や日本の社会・文化を紹介する催しの開催や、豊富な日本
語の書籍・雑誌を所蔵する図書室を有するなどにより、MOJCは「モ」国において日本の様々な
経験や文化を学べる場として認知されるようになった。 
このような状況の中、「モ」国政府よりフェーズ２実施の要請書が提出され、2007年１月22日

からさらに５年間を協力期間とした「モンゴル日本人材開発センタープロジェクトフェーズ２」
が実施されている。 
 

１－２ 協力内容 
本プロジェクトの概要は以下のとおり。 
 

（１）上位目標 
１）「モ」国の市場経済化に資する人材開発が促進される。 
２）「モ」国および日本両国の相互理解が促進される。 
 

（２）プロジェクト目標 
「『モ』国における市場経済化に対応する人材育成」および「『モ』国・日本の相互理解

促進」を行う拠点としてのMOJCの機能が強化される。 
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（３）成果 
目標達成のため設定されている成果は、以下の４点である。 
１）運営体制およびモニタリングシステムの強化により、MOJCが効果的、効率的に運営さ
れる。 

２）中小企業のニーズに即した実践的な知識とスキルを提供するビジネスコースが行われ
るとともに、コースにおける現地講師の割合が増加する。 

３）日本語教師のニーズに合致し、また市場のビジネス機会の拡大に向けた日本語コース
が開催される。 

４）相互理解促進事業に関し、様々な分野（経済、社会、文化など）における「モ」国と
日本の情報が双方向に発信される機能が強化される。 

 
（４）投入（評価時点） 

１）日本側：総投入額 約2.16億円（～2008年度末実績） 
長期専門家派遣 延べ６名 
短期専門家派遣 延べ26名 
機材供与 US$ 138,000（14,050千円相当） 
ローカルコスト負担 US$ 47,108（61,145千円相当） 
研修員受入れ 18名 

２）相手国側： 
C/P配置 １名 
ローカルコスト負担 光熱費、水道料金、暖房費、電気費、掃除担当者など 

２．評価調査団の概要 

 
調 
査 
者 

団長・総括：伏見 勝利 
日本語コース評価分析：中込 達哉 
日本語コース評価企画：高橋 沙知 
調査企画：佐藤 里衣 
評価分析：本間 まり子 

JICA公共政策部日本センター課 課長 
国際交流基金関西国際センター 専門員 
国際交流基金さくらネットワークチーム 職員 
JICA公共政策部日本センター課 職員 
インテムコンサルティング(株)社会開発部 コンサルタント

調査期間 2009年８月12日～９月11日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（１）活動実績 

活動は、PDMに基づいて、計画通り実施されている。 
 

（２）成果の達成状況 
成果は、PDMに基づいて、計画通り産出されている。 

 
（３）プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標を達成するための成果はおおむね計画通り発現しており、プロジェク
ト目標は計画通り達成されると見込まれる。一方、自立発展性確保のために、残りのプロ
ジェクト期間において財政的自立のための収益性の強化およびオーナーシップの醸成ため
のNUMとの連携の強化の取り組みが必要である。 

MOJCの来館者数は、フェーズ１から延べ100万人を超え、ウランバートルの人口と同じ
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人数が来館しており、広く市民に根づいた活動を実施している。来館者数は、ほぼ毎年増
加しており、認知度は向上している。また、各コースの参加者数も一部を除き定員を確保
しており、参加者の満足度も高く、新規コースの開催の期待の声も多い。さらに、図書館
や新聞やテレビを設置したロビーの認知度や活用率は高く、NUMをはじめとした多くの学
生や社会人に利用されている。さらに、第二の産業都市であるエルデネット市において、
地方セミナーを年に一度開催しており、地方でのニーズにも応えている。日本語コースで
は、テレビ日本語講座の提供により、地方在住者などの広範囲な人々にサービスを提供し
ている。 
現地スタッフによる運営や現地講師化の養成によって、MOJCの現地化は促進されつつあ

る。マネージャー制度が整備され、２名の統括主任と各課への主任が配置され、各コース
の運営はほぼ現地スタッフで担われる体制が整いつつある。相互理解促進事業やIT/PCコー
スは100％現地スタッフと現地講師により実施されている。日本語コースに関しても、講義
全体の86.7％が７名の現地講師によって実施されている。一方、ビジネスコースは９名の
現地講師の候補者が選定されたところであり、部分的に日本人講師との共同講義が始まっ
ている。今後、その割合は増加していく見込みである。一方、C/P機関であるNUMの関与は
限定的であり、副所長１名が配置されているのみで、R/Dに記載されているプログラム・ア
ドバイザーは未配置である。副所長は毎週ミーティングに参加するなど、高いコミットメ
ントを示しているものの、今後オーナーシップの醸成のために更なるNUMとの連携の強化
が必要である。 
財政的自立の度合いとしては、2008年度実績で支出額全体と比べた収入額の割合は

18.92％である。MOJCの収益は増加しつつあるものの、支出に対する収入の割合はここ数
年横ばいにある。収益向上のために、2009年度にはコースの受講料やMOJC施設の利用料が
増額された。収益向上のための更なる取り組みの必要性はスタッフに共有されており、具
体的な改善が計画されている。 
関係機関とのネットワークは強化されつつある。ビジネスコースでは、JICA（旧JBIC）

のツーステップローンとの連携として、対象者にビジネスプラン作成支援セミナーを開催
してきた。さらに、他の開発機関との連携として、UNDPの一村一品プロジェクトの対象者
への専門家による５S講義やJETROの派遣による講師によるセミナーが開催された。日本語
コースでは、現地日本大使館、ウランバートル市教育局、ナショナル教育テレビ、ナショ
ナルラジオテレビ局等と連携したセミナーの開催等の活動を実施している。また、大使館・
JASSOの主催、モンゴル帰国留学生会の協力により日本留学説明会が毎年開催されている。
しかし、更なる連携の強化が必要である。 

 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

プロジェクトは以下の理由により妥当であると判断される。 
・民主化・市場経済化を選択した「モ」国経済の底上げには、民間セクターの開発が不可
欠であり、民間企業の経営者・従業員などを主なターゲットとして実践的なビジネスコ
ースを開催することは、同国の経済成長およびマクロ経済の安定化に直接的に貢献する
ものである。 

・民主化・市場経済化を選択した1990年以降、「モ」国と日本両国の関係が発展し、日本語
の学習者数、教師数が増加しており、日本語コースの需要とニーズが高まっている。 

・「モ」国政府は、政府行動計画を実施するための「経済成長と貧困削減」を2003年に策定
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し、その中でマクロ経済の安定と民間セクターの振興は経済成長と貧困削減の重要課題
となっており、プロジェクト目標と合致している。 
・我が国の「モ」国国別援助計画において、マクロ経済の健全な運営のための制度整備お
よび人材育成を公的、民間の両セクターにおいて支援することが重点分野として挙げら
れており、プロジェクトの目的と合致している。 
・ビジネスコースの中心となっている講座は、日本が高度なレベルを保持する比較優位の
ある分野である。また、日本語教師の育成に関して、日本が得意とする実習を中心とし
た講義を提供しており、支援の優位性は高い。 
 

（２）有効性 
以下の理由により、プロジェクトの有効性は高いと判断される。 
・「モ」国政府は、市場経済化および中小企業支援政策を維持している。また、他の関係省
庁や大学は、合同調整委員会（JCC）への参加を通じてMOJC運営に協力している。今後、
新規に設立された中小企業庁との連携も検討されている。 
・プロジェクト目標の達成には、現地スタッフの熱心な業務の従事や能力向上が貢献要因
となっている。さらに、MOJCの実施する事業へのニーズの高さやMOJCの立地、MOJC
の位置づけといったプロジェクトの枠組みの設定の適切さが貢献要因と考えられてい
る。コース内容に関しても、利用者からの信頼を獲得している。 

・プロジェクト以外では、親日的感情や日本の技術力への信頼が、MOJCの事業の円滑な実
施に貢献している。 

・現地スタッフの定着率は、部署によっては低く、事業運営に影響を与えている。しかし、
プロジェクトでは頻繁な交代に対応して、全部署で運営マニュアルを作成している。他
方、一度留学のために退職した２名が日本への留学修了後、統括主任として復職してい
る。 

・C/P（NUM）の関与は限定的であり、プロジェクト目標達成に向けて更なる関係性の強化
が必要である。 

・MOJCのスペースには限りがあり、多目的ホールやセミナールームが足りないことで、現
地化に向けた収益の向上や事業の拡大が阻害されている。 
 

（３）効率性 
以下の理由により、プロジェクトはほぼ効率的であると判断される。 
・不必要な活動は見当たらない。一方、ビジネスコースではこれまで排出してきた多くの
修了生から、フォローアップ支援の必要性が挙げられている。日系企業とのビジネスマ
ッチングを促進するようなサービスの必要性もみられる。日本語コースでは初級コース
へのニーズは高く、収益も見込まれているが他の日本語教育機関への影響を考慮して実
施されていない。 
・投入の質や量のタイミングでは、日本語コース運営専門家は国際交流基金から派遣され
てきており、その効率性と専門性が維持されている。ビジネスコースはコース運営専門
家が短期で断続的に派遣されており、長期的なコース運営のアドバイスに限界がある。 
・供与機材については計画通り投入されており、その内容や維持管理に特に問題はみられ
ない。 
・MOJCのスタッフはフェーズ１から延べ31名が雇用され、うち19名が現在も勤務中であり、
配置に問題はない。事業実施能力は向上しているが、離職率に影響を受けている。一方、
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MOJCに愛着や誇りをもって勤務しているものも多い。 
・本邦研修は、C/P、現地スタッフ、ビジネスコースの成績優秀者が派遣され、MOJCの自
律的運営の促進と、ビジネスコースの効果の向上に貢献している。 

・MOJCは、非常に良い立地条件に恵まれており、様々な事業を実施する機能を有している。
しかし、スペースが十分ではなく、MOJCの事業拡大を難しいものにしている。 
・NUM自身が基本的に学生の授業料で運営されていることから、副所長としてのC/Pの配置
と光熱費などMOJCの全支出８％が投入されているのみである。 
 

（４）インパクト 
これまでのプロジェクト活動を通じて、以下のような波及効果が生じている。 
・MOJCの事業への参加や図書室などの施設の利用を通じて、日本への関心の育成や親日的
感情の醸成を推進している。コース内容に関しても、口コミでの新規受講者も多く、利
用者からの信頼を獲得している。 

・ビジネスコースの修了生の多くが、「モ」国の経済界の中心的な役割を果たす企業で活躍
している。 
・受講生の半数以上が女性であり、女性のビジネスへの参入を通じた経済的エンパワーメ
ントを促進している。 
・さらに、ビジネスコースでは第二期の修了生が中心となり、ビジネスコースで習得した
内容の自社内での活用と非参加者への紹介を行うための組織である「カイゼン協会」を
設立している。カイゼン協会は、コースの地方セミナー実施の支援やJICAとのコストシ
ェアリングによるメンバーの本邦研修の実施といったフォローアップについて、ビジネ
スコースとの連携や支援を行っている。 
・カイゼン協会員以外の修了生たちも、社員へコースで習得した技術の紹介や類似のコー
スへの社員への参加促進を通じて、MOJCで得た技術の普及に貢献している。 
・日本語コースでは、日本語教育シンポジウム、毎月１回の日本語教育研究会例会、日本
語教師会との共催でのスピーチコンテストの実施などを通じて、モンゴル日本語教育支
援・推進・連携拠点としての役割を果たしている。 

・近隣の学生たちは、日本語コースへの参加や図書室の利用などを通じて、MOJCからの便
益を受けている。 
・負の影響は特にみられない。 
 

（５）自立発展性 
自立発展性について、以下のような取り組みや課題がみられた。 
・MOJCはNUMの独立した付属機関であると、学長令による「定款」に定められている。
・政策・制度面に関しては、「モ」国側の関係者からはMOJCの機能の有効性が確認されて
いる。特に、C/PであるNUMの学長やMOJC副所長は、その機能と有効性を評価しており、
将来的にNUMからMOJC所長を配置する考えも有している。 

・スタッフの配置に関しては、現在配置されているスタッフが将来的にも継続して勤務す
る場合、その能力や配置場所に問題はない。しかし、プロジェクト終了後「モ」国側の
予算によるスタッフの配置は困難である。 
・現地講師については、日本語コースについてはほぼ現地化が達成されつつある。一方、
ビジネスコースに関しては候補者が選定され、実務を通じた養成が始まったところであ
る。 
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・MOJCの自己収入額は増加してきているものの、財務的自立に向けて、更なる自己収入源
の発掘が必要である。 

・日本の関係機関との連携は促進されているが、自己収入額の増加を促進するために受託
事業の増加とそのための現地スタッフの能力向上が必要である。また、更なる連携の強
化が必要である。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

・MOJCの立地 
・MOJCの実施する事業へのニーズの高さやMOJCの位置づけといったプロジェクトの枠組
みの設定の適切さ 

 
（２）実施プロセスに関すること 

・現地スタッフの熱心な業務の従事や能力の向上。スタッフのMOJCへの愛着や業務へのコ
ミットメント 
・マネージャー制度の導入等のマネージメント体制の改善と積極的な現地化の促進 

 
３－４ 問題点および問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 

・ビジネスコースの運営専門家の断続的な配置（長期での配置による継続的な支援の必要
性） 
 

（２）実施プロセスに関すること 
・NUMの関与の弱さ 
・ポストフェーズ２が未確定であることの関係者の不安 
・MOJCのスペースの限界 

 
３－５ 結 論 

MOJCは、2009年の７月に、開所以来の来館者数がウランバートル市民数に匹敵する100万人
を突破するなど、広く「モ」国民に根付いた活動を行っている。スタッフのほぼ全員が日本語
を理解し、来館者への対応マナーも良く、ビジネスや日本語コースの質も高いことから、「モ」
国にいながら日本を体験できる貴重な場所となっている。上述のとおり、成果も計画通り発現
してきており、プロジェクト目標が達成される見込みは高い。 
しかし、将来的な自立発展に向け、NUMとの関係強化と財務的自立が課題として挙げられる。

具体的には、以下の提言に挙げる取り組み〔特に、（１）（２）（３）〕が必要である。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
今後、プロジェクトの自立発展性を確保するために、以下の取り組みが提案される。 
 

（１）NUMとの人的交流・連携活動の拡大 
１）MOJCがNUMにとってメリットのある活動を行うことを通じ、関係性の強化を図る。
例えば、日本の大学との間の学術交流や学生間交流の斡旋、学生向け就職フェア、日本
留学フェア等の取り組みが挙げられる。 
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２）MOJCは「モ」国側と日本側の共同経営により運営される機関であるため、運営管理、
財政基盤の強化、事業内容等の経営全般について両者で協議しながら進める。 

３）将来的にNUMから所長が配置されることが望ましいので、それに向けまずは早期に共
同所長体制に移行するため役割・責任について明確にする。 

４）R/Dに記載されているプログラム・アドバイザーの配置が実現されていないため、実現
のための方策を大学との間で協議する。 

 
（２）財政基盤の強化のための取り組み 

共同経営者として、「モ」国側の負担を求めていくものの、NUMは各学部も独立採算で運
営されており、大学からのMOJCに対する予算措置を期待することは現時点で困難であると
いう現状も踏まえ、独立採算により自立的に運営できる体制に向けて更なる努力の必要が
ある。具体的には以下のとおり。 
１）受講料・施設使用料は、2009年度当初に見直しを行っているものの、受講生からは内
容の質の高さから、より高くても受講の価値があるとの意見もあった。上記の独立採算
で運営する体制を念頭に更なる見直しを行う。 

２）収益性を考慮したコースの見直しを行う。 
３）既に取り組みを開始している受託事業について体制を整備し拡充する。同時に、既存
の共催事業で、過度の負担となっている事業については効率性と収益性の観点から負担
の軽減のための整理、方法の見直しを行う。 

 
（３）活動スペースの確保 

活動スペースの不足が各関係者から指摘されており、既存の施設の増築や別施設の建設
のアイデアが挙げられてきたが、技術的問題があったり、時間がかかったりするために少
なくともフェーズ２中には確保することが困難である。遅い午後以降の時間帯は、これ以
上活動を拡大できないのは事実であるが、まずは午前中の空いている時間を活用するなど
の工夫を行う必要がある。 
 

（４）モニタリング体制の改善 
各コースの実施後に、受講者へのアンケート調査が実施されている一方で、アンケート

結果の集約や十分な活用を行うシステムが不十分である部分があるため、よりニーズに即
した効果的な事業実施に向けてモニタリングシステムの改善が求められる。また、ターゲ
ット層のニーズ調査に基づくコースの企画や修了生のフォローアップ調査によりコースの
成果を把握し、次の計画にフィードバックする体制を強化する必要がある。 
 

（５）ビジネスコース内容の見直し 
ビジネスコースのコース設計について2008年度から一部変更している（具体的には、特

別コース、専門コースの設置）が、その結果のレビューを行い、必要に応じて見直しを行
う。見直しの結果を2010年度のコース計画に反映するため、2009年12月までにコース内容
を確定する。 
また、あわせて現在開始している日本人講師との共同講義を通じた通常コースにおける

現地講師育成の取り組みを一層促進し、各科目において現地講師で実施可能な講義のコマ
の割合を増加させる。さらに、特別コース等について現地講師を積極的に活用する。 
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（６）日本語コース現地講師の育成 
日本語コースは、既にモンゴル人常勤スタッフ（講師を兼ねる）による運営が行われて

いるが、MOJCがモンゴル日本語教育界の核として機能していくために、更なる育成をめざ
し、以下を実施する。 
１）それぞれの能力強化をめざし、現地スタッフの勤務時間に占める担当授業数を増やす。 
２）関係者とのネットワークの強化および専門性の強化をめざし、現地スタッフのモンゴ
ル日本語教師会の研究部会への参加を推奨する。 

 
３－７ 教 訓 
（１）事業の方向性について、C/P機関、プロジェクト、JICA本部との間で共通認識を形成する
時期が遅れた。これは本部からの調査団派遣が長期にわたり行われていなかったこともあ
り、対話が不足していたことにも原因がある。 

（２）ビジネスコース運営管理専門家の派遣期間が十分でなかったため、コース全体の統括を
行うことが困難であった。 

 



  

 
   

モンゴル日本人材開発センターの外装  総務課 

   

図書室受付  日本の大学に関する留学情報の掲示 

   

評価内容の報告  協議議事録の締結 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査の経緯と目的 

（１）案件の背景・概要 
我が国は、モンゴル国（以下、「モ」国と記す）の市場経済化を支援するため、これまで経

済政策や産業政策、税制改革、中小企業支援など、主として政策面・マクロ面での協力を進め

てきた。他方、「モ」国では経済体制の移行の流れの中で、近年では実体経済を支える民間の

人材や、制度面からこれらを支える行政官等実務者の育成が急務となっている。 
かかる背景の下、2002年１月から５年間の協力期間にて、モンゴル国立総合大学（National 

University of Mongolia：NUM）をカウンターパート（Counterpart：C/P）として効率的・効果
的な人材育成ニーズへの対応と日本の「顔の見える協力」を実現する拠点としてモンゴル日本

人材開発センター（Mongol Japan Center：MOJC）プロジェクトを開始し、2002年６月の建物
の完成とともに正式な開所に至った。以降、「学習支援の拠点」「相互交流の拠点」「ネットワー

クの拠点」をコンセプトとして、ビジネス人材育成事業、日本語教育事業、相互理解促進事業

を三本柱として活動を実施した。 
ビジネスコースでは、主として日本的経営等の実践的な技術やノウハウを提供するコースを

実施し、ビジネスコース受講企業の中から、「優秀な経営を行っている企業」として「モ」国

政府から表彰を受ける企業が複数出ているなどの高い成果を上げている。日本語コースでは、

「映画で学ぶ日本語」や「IT日本語」「ラジオ日本語」等の多彩な講義を提供している。さら
に、定期映画会や日本の社会・文化を紹介する催しの開催や豊富な日本語の書籍・雑誌を所蔵

する図書室の提供から、MOJCは「モ」国において日本の様々な経験や文化を学べる場として
広く認知されている。 
これらの成果を踏まえ、より目的を明確にした活動を展開するとともに、自立した組織とし

ての運営体制を確立することをめざし、「モ」国政府より「モンゴル日本人材開発センタープ

ロジェクトフェーズ２」実施の要請書が提出され、2007年１月22日からさらに５年間を協力期

間とした本プロジェクトが実施されている。 
 

（２）調査の目的 
本中間レビュー調査の目的は以下のとおり。 
１）これまでのプロジェクト活動について、討議議事録（Record of Discussion：R/D）に基づ
き、プロジェクトの実績、実施プロセスを検証する。 
２）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から分析し、

プロジェクトチーム、「モ」国側関係者と協議する。 
３）検証・分析結果を踏まえ、プロジェクトチーム、「モ」国側関係機関の双方に対し、必要

な提言を行い、フェーズ２後半期の活動計画（Plan of Operation：PO）を協議する。 
４）関係者との協議結果を踏まえ、必要に応じてプロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）およびPOを改訂する。 
５）以上を取りまとめ中間評価レポートを作成し、「モ」国側と協議のうえ協議議事録（Minutes 

of Meetings：M/M）として署名交換する。 
６）今回の中間レビューの結果を踏まえMOJCの同国で果たしている役割・期待と成果を明ら
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かにするとともに、JICAモンゴル事務所・在モンゴル日本大使館・「モ」国政府との間で、
今後のMOJCの行う事業と組織体制の方針について協議を開始する。 

 

１－２ 調査団の構成 

 プロジェクトの評価は以下の調査団により実施された。 

担当分野 氏 名 所属/役職 

団長・総括 伏見 勝利 JICA公共政策部日本センター課 課長 

日本語コース評価分析 中込 達也 国際交流基金関西国際センター 専門員 

日本語コース評価企画 高橋 沙知 国際交流基金さくらネットワークチーム 職員 

協力企画 佐藤 里衣 JICA公共政策部日本センター課 職員 

評価分析 本間 まり子 
インテムコンサルティング（株）社会開発部 コンサル
タント 

 
１－３ 調査日程 

 本レビューの調査日程は以下のとおりである。 

・日本語コース評価分析、日本語コース評価企画：2009年８月12日（水）～８月18日（火） 

・評価分析：2009年８月26日（水）～９月11日（金） 

・団長・総括、協力企画：2009年９月２日（水）～９月11日（金） 

 月 日 曜 時間 調査内容 

     日本語コース評価 
中込／高橋 

1 8 12 水 22：40 ウランバートル着（OM502） 

2 8 13 木 10：00 MOJC施設見学、概要説明 

    11：00 MOJCおよびモンゴル日本語教育ブリーフィング（日本人専門家） 

    14：10 ダワー副所長インタビュー 

    15：00 授業見学：デルゲルマー常勤講師 

    15：45 受講生（らくらく漢字300）インタビュー 

    16：30 MOJCスタッフインタビュー（日本語課主任） 

    17：15 吉池非常勤講師インタビュー 

3 8 14 金 10：00 モンゴル日本語教師会ドルゴル氏との面談 

    11：30 井駒非常勤講師インタビュー 

    12：15 非常勤講師とのランチョンミーティング 

    15：00 JICAモンゴル事務所との打合せ 

    17：00 MOJCスタッフインタビュー 

    17：40 MOJC受講生（わくわく漢字中級）インタビュー 

    18：20 日本人専門家との打合せ 
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4 8 15 土 12：00 JOCV（日本語教育）とのランチョンミーティング 

5 8 16 日 終日 資料整理 

6 8 17 月 10：00 日本語教授法演習コース見学 

    15：30 在モンゴル日本大使館訪問 

    17：00 調査結果報告 

7 8 18 火  6：20 ウランバートル発（KE868） 

     評価分析 
本間 

団長／総括 
伏見 

協力企画 
佐藤 

1 8 26 水 17：40 ウランバートル着（OM502）   

2 8 27 木  9：30 JICAモンゴル事務所担当者との打合せ 

    11：00 MOJC訪問・打合せ 

    
14：00 日本人専門家インタビュー 

（所長、業務調整員、日本語コース運営） 

 

3 8 28 金 10：00 ダワー副所長インタビュー 

    
11：30 MOJCスタッフインタビュー 

(統括主任、日本語課主任、図書情報課主任) 

 

4 8 29 土 終日 資料整理  

5 8 30 日 終日 資料整理  

6 8 31 月 10：00 MOJCスタッフインタビュー 
（IT/PCコース） 

    12：00 日本人専門家インタビュー 
（ビジネスコース運営） 

    16：00 MOJCスタッフインタビュー 
(日本語課、文化交流課) 

 

7 9 1 火 10：30 修了生インタビュー（IT/PCコース） 

    14：00 修了生インタビュー（日本語コース） 

 

8 9 2 水 10：00 修了生インタビュー 
（ビジネスコース） 

    14：00 修了生企業訪問 
（Khugjil trade社、Bridge construction社） 

 

    17：40  ウランバートル着 
（OM502） 

9 9 3 木  9：30 JICA事務所、日本人専門家、MOJCスタッフ打合せ 

    14：00 MOJC訪問（MOJC視察・MOJC活動ブリーフィング） 

    17：00 ダワー副所長との打合せ 

10 9 4 金  9：30 NUMダワー学長との意見交換 

    11：30 大蔵省（フレンバートル局長）との意見交換 

    14：00 団内打合せ 
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11 9 5 土 AM 団内打合せ 

    PM 資料整理・M/M（案）作成 

12 9 6 日 AM 資料整理・M/M（案）作成 

    PM 団内打合せ 

13 9 7 月 10：00 中小企業庁(オトゴンバヤル副長官）との意見交換  

    14：00 カイゼン協会へのインタビュー 

    16：30 修了生企業訪問（Chinggis beer社） 

14 9 8 火 10：00 教育・文化・科学省（バーサンジャブ局長）との意見交換 

    14：00 M/M（案）協議・修正 

15 9 9 水 10：00 MOJC内打合せ 

    14：00 EBRD BAS Programm訪問 

    16：00 MOJC内打合せ 

16 9 10 木  9：30 M/M署名 

    11：00 JICAモンゴル事務所報告 

    15：00 在モンゴル日本大使館報告（藁谷参事官・大川書記官） 

    16：00 JICAモンゴル事務所報告 

17 9 11 金  0：20 ウランバートル発（KE868） 

 

１－４ 主要面談者 

（１）「モ」国 

M. BAASANJAV 教育・文化・科学省 Director, Department of Higher and Vocational 
Education 

B. KHURENBAATAR 大蔵省 Director General, Financing and Cooperation Development 
U. OTGONBAYAR 中小企業庁 Vice Chairman 

 

（２）C/P機関（NUM） 
S. DAVAA 学 長 
D. BAYARSAIKHAN 国際部長 
Ts DAVAADORJ 経済学部長兼MOJC副所長 

 

（３）MOJC 
＜日本人専門家＞ 
森川 秀夫 所 長 
白石 真美 業務調整員 
藤島 夕紀代 日本語コース運営 
河口 真一郎 ビジネスコース運営 
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＜現地スタッフ＞ 
ガルマーバザル 統括主任（総務・相互理解促進） 
ガンエルデネ 統括主任（ビジネス課） 

エルデネツェツェク 主任（日本語課） 
アズビレク 主任（図書館課） 
ウラムバヤル 主任（総務課） 
オチルチメグ IT/PCコース運営、総務担当 
サンサルトヤ 日本語課 
ボロルマー 図書情報課 

 

（４）カイゼン協会 

D. OCHIRKYUYAG 会長／Director（CHINGGIS BEER）＊企業訪問実施 
J. KHISHIGJARGAL 副会長／General Director（KONNEKT LLC） 
D. ALTANTSETSEG 理事／Executive Director（Everyday International, BRIDGE） 

＊企業訪問実施 
B. UNGAMAL 会員／Executive Director（KHUGJIL Trade）＊企業訪問実施 

 

（５）MOJC実施コース修了生 
＜ビジネスコース＞ 

中小企業診断指導コース 17名 
ITコース ３名 
PCコース ３名 

＜日本語コース＞ 
日本語中級レベルコース ５名 
ビジネス日本語コース ３名 
日本語教育実習、日本語教授法演習コース ６名 

 

（６）在モンゴル日本大使館 

石崎 高博 書記官 

大川 陽一 書記官 

 

（７）JICAモンゴル事務所 
石田 幸男 所 長 

小貫 和俊 次 長 

矢向 禎人 所 員 

 

１－５ 評価の方法 

（１）評価手法 

本終了時評価では、「JICA事業評価ガイドライン」に基づいた評価手法を用いて評価を実施
した。本評価調査では、2006年12月にR/Dにおいて締結されたPDM（付属資料２）に基づい
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て評価デザインを作成した。評価のデザインについては付属資料３．評価グリッドを参照。評

価対象期間は、本プロジェクトのフェーズ２が開始した2007年１月から2009年６月末までであ

る。 

 

評価手順は次のとおりである。 

１）資料レビュー、評価グリッドの作成 

２）実績確認と評価指標に関して、事前の質問票調査と現地調査でのプロジェクト関係者と

の面談を通じた情報収集 

３）評価５項目に基づく調査結果の分析 

４）プロジェクト関係者との協議と報告 

 

＜評価５項目＞ 

有効性
（Effectiveness） 

プロジェクトの「成果」が、どの程度達成されているか、およびそれが「プ
ロジェクト目標」の達成にどの程度結びついているかを分析・評価する。 

妥当性 
（Relevance） 

プロジェクトのめざしている効果が、受益者のニーズに合致しているか、
問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあ
るか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金であるODA
で実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要
性」を問う視点。 

効率性 
（Efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用され
ているかを問う視点。「投入」の、手段、方法、期間、費用の適切度を分
析・評価する。 

インパクト
（Impact） 

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及
効果をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

自立発展性
（Sustainability） 

プロジェクトによりもたらされた成果が協力終了後も持続・拡大され得る
かどうかを把握し、実施・関係機関の自立度を政策・組織面をはじめ財務
面、技術面その他の観点から分析・評価する。 

 

（２）調査対象者およびデータ収集方法 

本調査対象者と対象者ごとのデータ収集方法は次のとおりである。 

＜「モ」国側＞ 

・本プロジェクトのC/PとMOJCスタッフ：質問票、インタビュー 
・現コース受講生：質問票、インタビュー 

・コース修了生：質問票、インタビュー 

＜日本側＞ 

・現専門家：活動報告書、質問票、インタビュー 

・元専門家（長期・短期）：活動報告書 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 投入実績 
投入は、「モ」国側のプロジェクトアドバイザーの配置以外以下のとおりおおむね計画通り実施

されている。詳細の投入実績については付属資料４を参照。 

 

２－１－１ 日本側投入実績 

（１）専門家派遣 

本プロジェクトにおいて、2009年６月末までに投入された日本人専門家は以下のとおり。

（詳細は、付属資料４－１参照） 

・長期専門家：延べ６名 

（チーフアドバイザー、日本語コース運営、業務調整員） 

・短期専門家：延べ26名 

（ビジネスコース運営管理、日本的経営、経営戦略、販売管理、生産管理、財務管理、

ビジネスプラン作成支援、品質管理・原価管理、労務管理、マーケティング、HACCP等
取得指導、観光業商品開発／販売促進、日本語教育シンポジウムなど） 

 

（２）モンゴル人スタッフの雇用 

本プロジェクトでは、フェーズ１より延べ31名の現地スタッフを雇用し、うち19名が現

在も勤務中である。詳細は付属資料４－２参照。 

 

（３）本邦研修 

本プロジェクトでは、２名のC/Pが日本理解研修に、４名の現地スタッフが日本センター
運営に関する研修参加したほか、ビジネスコースの成績優秀修了生など、延べ18名が本邦

研修に派遣された。詳細は付属資料４－３参照。 

 

（４）機材供与 

2009年６月末までの日本側の機材供与の実績は合計US$107,691、レートはそれぞれの購
入時。供与機材は、パソコン、プロジェクター、コピー機、DVDビデオカメラ、電話機・
交換機、液晶テレビ等である。携行機材の合計は、US$30,385.56。防犯カメラ、大型UPS、
プロジェクター用ランプ等が含まれる。詳細は付属資料４－４参照。 

 

（５）現地業務費 

2009年６月末までに、日本側の現地業務費（在外事業強化費）として合計US$647,108が
プロジェクトの活動のために投入された。 

 

２－１－２ 「モ」国側投入実績 

（１）C/Pの配置 
「モ」側からのC/Pの配置は、MOCJ副所長１名である。一方、R/Dに記載されているNUM

教師によるプログラム・アドバイザーは、いまだ配置されていない。 
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（２）運営コストの負担 

「モ」国側から、光熱費、水道料金、暖房費、電気費が投入されている。また、掃除担

当者２名が配置されている。 

 

２－２ 活動の実績 

 プロジェクト活動は、おおむね計画通り実施されている。各コースの活動実績は、付属資料５

の各コースの活動実績と次節の各成果の指標の達成度を参照。 

 

２－３ 成果の達成度 

 プロジェクト活動を通じた成果は以下のとおり、おおむね計画通り達成されている。詳細は付

属資料６を参照。 
 

２－３－１ 成果１：運営体制およびモニタリングシステムの強化により、MOJCが効果的、効
率的に運営される。 

成果１に関する活動は、おおむね計画通りに実施され、成果は計画通り達成されつつある。 

MOJCの運営体制は改善され、効果的に実施する体制が整いつつある。合同調整委員会（Joint 
Coordinating Committee：JCC）は、毎年５月に開催され、前年（2007年はフェーズ１）の実績と
年度計画が「モ」国政府やC/PであるNUM、在モンゴル日本大使館などからの参加者に共有され
ている。月間ミーティングのかわりに毎週月曜日に定例ミーティングが実施され、所長、副所

長、日本人専門家、統括主任、各課の主任が出席し、２週間の活動内容の共有などがなされて

いる。マネージャー制度が導入され、統括主任や主任が任命されたことによって、現地スタッ

フによる運営能力や効率を改善し、現地スタッフの自主的な運営を促進している（付属資料７．

MOJC組織図）。 
３事業間の連携は必要に応じて実施されている。例えば、ビジネスコースの日本語観光ガイ

ド養成コースと日本語コースとの連携や、相互理解促進事業の地方での１日体験事業や折り紙

教室、日本語月例テストなどの実施における日本語コースとの連携がある。また、2007年のMOJC
設立５周年記念事業においても、３事業が連携したフォーラムが実施された。 

MOJCの広報は、ホームページ、新聞広告、メーリングリスト、テレビやラジオ、ポスターの
掲示、年報、パンフレット、毎月発行するメールマガジンなどを通じて行われている。別途、

各コースが受講生募集の広報を行っている。特に日本語コースでは日本語教師回を通じた広報

を行っている。MOJCのウェブサイトは、毎月の活動報告やMOJCの新規スタッフの紹介といっ
たニュースや各コースの実施情報などを掲載している。 

 

２－３－２ 成果２：中小企業のニーズに即した実践的な知識とスキルを提供するビジネスコ

ースが行われるとともに、コースにおける現地講師の割合が増加する。 

成果２に関連したビジネスコースの活動も計画通り実施されており、成果は達成されつつあ

る。ビジネスコースでは、通常コース、専門コース、特別コース、個別経営相談を通じたサー

ビスの提供を行っており、フェーズ２の受講者数の実績は3,648名である。別途、ビジネス人材

のためのIT/PCコースが実施されており、これまでに2,080名が受講した。ビジネスコースの活
動実績の詳細は、付属資料５－１・ビジネスコースの実績１（ビジネス）、付属資料５－２・ビ
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ジネスコースの実績２（IT/PC）を参照。 
通常コースでは、「中小企業経営診断指導コース」として、約７週間、製造業およびサービス

業の中小企業経営者・管理者を対象に日本的経営の基礎を教えている。フェーズ２の受講生は

合計165名。そのうち78％が修了した。受講生の内訳は、社長96名（58％）、部長20名（12％）、

マネージャー49名（30％）である。修了生のうち90％が、その内容に満足したと回答している。

また、修了生のうち優秀者は本邦研修に参加することになっており、これまでに10名が参加し

ている。さらに、「中小企業経営診断指導コース」の終了生を対象にしたフォローアップセミナー

や専門コースエルデネット市における地方セミナー、入門セミナーを開催している。2008年度

からはフォローアップセミナーではなく、「労務管理」等の専門コースを実施している。さらに、

修了生が設立したビジネスコース内容の普及や相互学習を通じた活用を目的としたカイゼン協

会が設立されている1。 

特別コースでは、対象の業種やテーマを絞った短期のコースやセミナーを行っており、フェー

ズ２に入って、新たに食品加工業を対象にしたコースを実施している。また、JICAの有償資金
協力事業である「中小企業育成・環境保全ツーステップローン事業」との補完・相乗効果、融

資を念頭に置いた「ビジネスプラン作成支援コース」等を提供している。「ビジネスプラン作成

支援コース」は中小企業向けに加え、銀行のローンオフィサー向けのコースも実施している。

2007年度はMOTC５周年記念行事としてのセミナーも実施された。さらに、JETROやヨーロッパ
復興開発銀行－ビジネスアドバイザリーサービスプログラム（European Bank for Reconstruction 
and Development-Business Advisory Service：EBRD-BAS）といった他の機関との共催セミナーも
実施されている。さらに受講生や修了生の会社を対象に、個別経営相談を実施している。2009

年度からモデル企業育成のため新たに８社（実績３社）が選定され、企業診断指導を実施され

ている。 

PC/ITコースは、フェーズ２ではビジネス人材養成として、ビジネスコースの一部に設置され
ている。これまでにITコース121名、PCコース1,959名、現地小学生向けのPCセミナー90名を対
象に実施された。 

 

ビジネスコースにおける活動は、日本人専門家と統括主任により作成された、年間計画に基

づいて実施されている。日常のコース運営は、統括主任を中心とした現地スタッフによって担

われており、その運営能力や責任能力は向上している。各コースは、修了時に実施される修了

生へのアンケートを通じて随時モニターされているが、制度としては整備されていない。 

講義は主に、日本人短期専門家により実施されてきたが、現地講師育成のためにNUM経済学
部長、NUM経済学部教授３名、会社社長２名、その他３名、合計９名が現地講師として選ばれ、
そのうち３名が2009年８月より本邦研修に参加している。中間評価時点で、現地講師が中心と

なっているコースは、「観光ガイド養成実践コース」である。さらに、通常コースとHACCP（総
合衛生管理製造過程）において、日本人専門家との共同講義が実施されているが、今後その数

は増加する予定である。PC/ITコースは、全講義が現地講師により行われている。コースの支出
は受講生からの授業料による収益で賄われており、独立採算が実現している。 

                             
1  本評価の対象期間外だが、カイゼン協会会員のうち８名が2009年７月にJICAとのコストシェアにより日本での研修を実施し
た。協会員による支出は、航空運賃とUS$1,500。後者はビジネスコースの収入となっている。 
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２－３－３ 成果３：日本語教師のニーズに合致し、また市場のビジネス機会の拡大に向け

た日本語コースが開催される。 

成果３に関連した日本語コースの活動も計画通り実施されており、成果は達成されつつある。

日本語コースでは中上級者向けの多様なコースを実施する通常コースのほかに、短期講座、日

本語１日体験授業や月例実力テストの実施を通じたサービスを提供しており、これまでに延べ

6,159名が受講している。他の高等教育機関や民間の日本語学校との重複を避けるために初級は

実施されていない。日本語コースの実績の詳細は、付属資料５－２を参照。 

通常コースは、日本語教育実習コース等の教師養成・育成を目的としたコースのほか、ビジ

ネス日本語に関するコース、映画や新聞で学ぶ日本語コース、漢字に特化したコース、IT日本
語コース、日本語試験対策のためのコース等を実施している。これまでに延べ1,393名が受講し、

930名（67％）が修了した。そのほとんどがウランバートルからの参加者である。しかし、ウラ

ンバートル以外の人々のニーズにこたえるために、テレビ日本語講座を通じたサービスや教科

書やDVDの出版を行っている。 
短期講座では、無料で日本語の話し方などの講座や講演が提供され。延べ1,871名が参加した。

特に2007年は、MOJC５周年記念行事の関係のセミナーが実施され、多くの参加者があった。 
さらに、無料の日本語１日体験授業や日本語月例実力テストの実施を通じて、多くの日本語

学習者がMOJCを訪問する機会を提供している。 
 

日本語コースの活動は、日本人専門家に作成された年間計画が主任や現地スタッフとともに

検討され、それに基づいた年間計画によって実施されている。コースの運営は主任を中心とし

た現地スタッフにより行われており、その運営能力や責任能力は向上している。すべてのコー

スは修了生からのアンケートが実施されており、その結果は各期（９月から12月の秋季、２月

から５月の春季、７月から８月の夏季）の開始前のあとに実施される運営会議において検討さ

れ次期のコースに反映されている。 

現地講師の養成のために候補となった13人中11人（約85％）が認定され、そのうち10人が現

在コースで教えている。４名の常勤講師は、現地スタッフとしてコース運営にも従事している。

現地講師（非常勤）には４名の日本人講師を含んでいる。これまでに、86.7％（3,485時間中

3,021.5時間）が現地講師により実施された。一方、日本人専門家が中心となって実施している

コースとしては教師養成・育成のコースがある。 

さらに、日本語コースでは日本語教育シンポジウム、毎月１回の日本語教育研究会例会、日

本語教師会との共催でのスピーチコンテスト実施などを通じて、モンゴル日本語教育支援・推

進・連携拠点としての役割を果たしている。 

 

２－３－４ 成果４：相互理解促進事業に関し、様々な分野（経済、社会、文化など）におけ

る「モ」国と日本の情報が双方向に発信される機能が強化される。 

成果４の相互理解促進事業に関連した活動も計画通り実施されており、その成果も達成され

つつある。詳細は、付属資料５－３・相互理解促進事業実績を参照。 

これまでに、MOJCが主催した市民講座・IT折り紙教室・定期映画祭を通じて4,518名が、相
互理解促進のための事業に参加した。さらに、日本と「モ」国の相互理解促進に貢献するよう

な事業に対してMOJCのスペースの貸出を行っており、これまでに在モンゴル日本大使館、JICA、
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NUMなどが主催となっている事業に対して230回の会場貸出が実施された。さらに、相互理解促
進活動を促進しつつMOJCの収益性を高めるために、2008年度から延べ３件の事業を受託してお
り、さらに２件が検討中である。 

また、MOJCは、モンゴル初の開架式図書室として、4,000冊以上の蔵書や約1,000枚のDVD
やビデオなどの映像資料、コンピューター検索のための機材などを有している。特に、日本語

教育に関する資料充実しているほか日本の大学への留学に関する資料も提供されている。その

静かで便利な環境や資料検索のために、近隣の大学生をはじめとして広く利用されている。フ

ェーズ２に入って、延べ51,644名が利用し、そのうちの5,412名が新規に利用者登録をしている。

こうした年間利用者数と登録者数は年々増加している。図書室からも作家や書籍の紹介を通じ

た相互理解事業がこれまでに58回実施された。また図書室整備のために、ロッカーなどの図書

室の整備や掲示などのコーナーの設置、図書の購入などの取り組みがなされている。 

 

相互理解促進分野に日本人専門家は派遣されておらず、すべての活動は現地スタッフによっ

て作成された年間計画に基づいて企画、運営、実施されている。すべての活動は、終了後のア

ンケートを通じてモニタリングされ、随時その結果が反映されている。しかし、そうしたモニ

タリングは制度として確立してはいない。 

 

２－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：「『モ』国における市場経済化に対応する人材育成」および「『モ』国・日本

の相互理解促進」を行う拠点としてのMOJCの機能が強化される。 
 

プロジェクトの成果はおおむね計画通り発現しており、プロジェクト目標は計画通り達成され

ることが見込まれている。一方、自立発展性促進のために残りのプロジェクト期間において、財

政的自立のための収益性の強化やオーナーシップの醸成ためのNUMとの連携の強化の取り組みが
必要である。 

BOX１の通り、MOJCの来館者数はフェーズ１から延べ100万人を超え、ウランバートルの人口
と同じ人数が来館しており、広く市民に根づいた活動を実施している。来館者数はほぼ毎年増加

しており、認知度は向上している。また、各コースの参加者数も、ほぼ定員で実施されており、

参加者の満足度も高く、新規コースの開催の期待の声も多い。さらに、図書館や新聞やテレビ.を
設置したロビーの認知度や活用率は高く、NUMをはじめとした多くの学生や社会人に利用されて
いる。さらに第二の産業都市であるエルデネット市において、地方セミナーを年に一度開催して

おり、地方でのニーズにもこたえている。日本語コースでは、テレビ日本語講座の提供によって、

地方在住者などの広範囲な人々にサービスを提供している。 

現地スタッフによる日常業務の遂行やコース運営、現地講師化の養成により、現地化は促進さ

れつつある。マネージャー制度が整備され、２名の統括主任と各課の主任が配置され、各コース

の運営はほぼ現地スタッフで担われる体制が整いつつある。相互理解促進事業やIT/PCコースには
日本人専門家は配置されておらず、100％現地スタッフや現地講師により実施されている。日本語

コースに関しても、86.7％が７名の現地講師によって実施されている。うち３名は現地在住の日

本人、４名はモンゴル人である。一方、ビジネスコースは９名の現地講師の候補者が選定された

ばかりであり、部分的に日本人講師との共同講義が始まっている。今後、その割合が増加してい
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く予定である。一方、C/P機関であるNUMの関与は弱く、副所長１名が配置されているのみで、
R/Dに記載されているプログラム・アドバイザーは未配置である。副所長は毎週ミーティングに参
加する等、高いコミットメントを示しているものの、今後オーナーシップの醸成のために更なる

NUMとの連携の強化が必要である。 
財政的自立発展性としては、BOX２のとおり、2008年度の実績において支出額全体と比べた収

入額の割合は18.92％である。MOJCの収益は増加しつつあるものの、目標とされている40％には
至っていない。収益向上のために、2009年度にはコースの受講料やMOJC施設の利用料が増額され
た。収益向上のための更なる取り組みの必要性はスタッフに共有されており、今後の改善が計画

されている。 

関係機関とのネットワークは強化されつつある。ビジネスコースではJICA（旧JBIC）のツース
テップローンとの連携として、対象者にビジネスプラン作成支援セミナーを開催している。さら

に、他の開発機関の連携として、UNDPやJETRO、EBRDとの連携のセミナーが開催された。日本
語コースでは、在モンゴル日本国大使館、ウランバートル市教育局、モンゴルナショナル教育テ

レビ、モンゴルナショナルラジオテレビ局等と連携したセミナーの開催等の活動を実施している。

また、大使館・JASSOの主催、MOJCと「モ」国帰国留学生会の協力により日本留学説明会が毎月
開催されている。しかし、更なる取り組みが必要である。 

 

BOX１：フェーズ１からの延べ来館者数 
 

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 合計 来館
者数 37,937人 91,916人 126,106人 150,155人 172,276人 185,498人 181,187人 945,075人 

 
＊2009 年６月までに来館者数は 100 万人を超えている。2007 年度は、MOJC５周年記念行事を開催したた
め、来館者数の増加が著しい。 
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BOX２：MOJCにおける収支（2006～2008 年度） 
 
 単位：USD※1 

年度 2006 2007 2008 
収入(a) 47,882.00 56,553.00 55,789.00 
支出（b） 174,263.00 234,849.00 294,866.00 
収支（a-b） ▲126,381.00 ▲178,296.00 ▲239,077.00 
費用回収率（a/b） 27.48％ 24.08％ 18.92％ 

JICA拠出（e）※2 168,084.00 205,637.00 248,000.00 
センター拠出（f） 6,179.00 13,128.00 23,203.00 
C/P機関からの拠出(g) データなし 16,084.00 23,663.00 
センター＋C/P機関拠出充当率（（ｆ＋g）/b） 3.55％ 12.44％ 15.89％ 

支
出
内
訳 

貯蓄（a-f） 41,703.00 43,425.00 32,586.00 
※1 為替レートは、各年度の JICA平均レート 
※2 eの「JICA拠出」とは JICA在外事業強化費 

 

２－５ 上位目標達成の見込み 

 上位目標：「モ」国の市場経済化に資する人材開発が促進される、「モ」国および日本両国の相

互理解が促進される。 

 

フェーズ１からの７年半の活動を通じて、上位目標の達成に向けた取り組みは進んでおり、一

部は既に達成されつつある。なお、上位目標の指標についてデータを収集する手法がプロジェク

ト内で確立されていないものが多かったが、本調査を通じて指標が認知されるようになったと思

われる。 

 

＜ビジネスコース＞ 

 モンゴルでは、各種の統計資料から推測して、2008年度の企業数が約43,130社である。そのう

ち87％が９名以下、６％が10名以上19名以下、４％が20名以上49名以下であり、約97％がMOJCの
対象とする中小企業であると推測される。フェーズ２におけるビジネスコースの延べ受講者数は

3,648名であり、各社から一人ずつ参加したと仮定すると、約８％が受講したと単純計算できる。

仮に10名未満の零細企業を除くと15社に１社が参加した計算になる。 

 また修了生に関しては、コース終了後の活躍が報告されている。例えば、モンゴル商工会議所

が毎年発表している優良企業ランキングにおいて、2008年度は100社中15社、ビジネスコースの修

了生の経営する企業だった。うちトップ３社はすべて修了生の企業である。コースで習得した知

識の活用としていまだ大きな収益の向上の事例はみられていないが、その実務的なコース内容は、

日々の業務に広く適用されていることが報告されている。また、業務の改善を通じた効率性の向

上の事例が報告されている。具体的な事例はBOX３～５を参照。 
また、第２期（2003年度）の修了生を中心に設立された「カイゼン協会」では、ビジネスコー

スで習得した内容の自社内での活用と非参加者への波及を目的に、自主的な活動を行っている。

またコースの地方セミナー実施の支援やJICAとのコストシェアリングによるメンバーの本邦研修
の実施といったフォローアップについて、ビジネスコースとの連携や支援を行っている。個人コ

ンサルタントとして、既に自立して経験を活用したビジネスを展開しているものもいる。カイゼ

ン協会員以外の修了生たちも、修了後、社員へコースで習得した技術を紹介やのちのコースに社
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員を送り込むなど、MOJCで得た技術の普及に貢献している。 
一方、日本の企業とのビジネスについてはまだその総数自体が限定的であり、修了生からも報

告は聞かれていない。今後、ビジネスコースからの連携の支援が期待されている。 

 

＜日本語コース＞ 

2006年の国際交流基金の調査によると、「モ」国の日本語教育機関は90機関となっているが、日

本語能力試験の受付、国費留学試験の受付、私費留学試験の受付、大使館主催スピーチコンテス

トの受付等のMOJCの業務を通じて、そのすべてが当MOJCを認知していると考えられる。 
日本語コースの受講生の多くは、その習得した知識を活用している。例えば、日本語コース修

了生のうち、2008年終了時アンケートによると、全体では38.7％の受講生が日本語を使用してい

ると回答している。また、教師対象コースの受講生では81.8％、ビジネス日本語コース受講生で

は52.5％が使用していると回答している。また、「日本語教授法演習コース」および「日本語教育

実習コース」の修了生は、延べ111名のうち、約70％が教師を続けている。 

 

＜相互理解促進事業＞ 

「モ」国から日本への国費留学生の数は、2009年５月末現在約1,145名となっている。MOJCの
活動との直接的な関係性は証明することは難しいが、相互理解促進事業を通じた日本への興味の

促進や図書室を通じた日本の大学情報の提供等、MOJCの活動の貢献が推測される。 
 

BOX３：ビジネスコースでの技術の活用事例① 国際的流通会社社長／女性 
 
2003年に、２期生として中小企業経営指導診断コースに参加した。コースについては会長か

らの紹介で参加した。2006年度には副社長も参加した。またコース修了後、カイゼン協会の立
ち上げにかかわり、現在理事をしている。 
コースに参加してある程度知識としてあったビジネスについての情報を、包括的に学ぶ機会

を得ることができてよかった。一番印象に残り、実際実践をしたのは①マネージメント改善、
②５Sの実践、③職場や倉庫の改善である。 
コース終了当時、別々の会社だったのだが合理性を考慮して合併され、今の会社になったた

めとてもよいタイミングだった。コース修了後、まず社内で５Sを実現する組織づくりとして、
社内５S委員会を立ち上げた。さらにチーム体制を作り、チームを中心として社全体で５Sに取
り組むように評価制度なども導入した。それによってマネージメント体制が整い、５Sも実践
されていった。コースで学んだ内容をもとにして実際に経営戦略も検討しなおし、毎年具体的
な目的や計画を作成してそれに沿った業務を行うようになった。さらに人材開発のために、５
Sを研修に参加していない社員への勉強会の開催や能力向上を目的とした研修会を開催するよ
うになっている。またスポーツ大会などを通じた、社内のコミュニケーションの機会ももつよ
うになった。 
具体的に改善した点として、輸入食品などを販売する店舗において、ロゴが目立つよう看板

の設置方法を変更し、商品の陳列方法大きく改善した。倉庫内の在庫の管理においても、陳列
方法を変更したことによって外から見やすく商品を取りやすくなり、保健衛生面も改善され
た。接客などの販売方法も変化し、販売増加につながっている。オフィスにおいても、同様に
整理整頓が進み、オフィス環境が整備された。 
結果として、社員たちは業務への理解が深まり、意欲が増したことで勤務姿勢や態度が改善
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してきている。さらに、チームワークに基づく業務を行うようになり、勤務計画通りの勤務、
ルールの遵守、効率的な業務の遂行が実現している。自分自身は、マネージャーとして従業員
との接し方が改善され、関係性が変化したと思う。 
直接的な収益の変化を確認するのは難しいが、この約３年間（2007年から2009年）において、

平均で、販売率が25.6％、収益は53.5％、投資額は23％増加しており、上記のようなマネージ
メントやオフィス環境の改善の影響であると思われる。 
今後、５Sなどの取り組みを継続するとともに、もっと多くの社員に研修の機会を与えたい

と考えている。 

  
       見えやすくなった看板     目にとまるディスプレイと整理された 

商品の陳列 

 

BOX４：ビジネスコースでの技術の活用事例② 衛生製品製造会社社長／女性 
 
2003年に、２期生として中小企業経営指導診断コースに参加した。コースについては、新聞

広告で知った。当時、会社を設立して１年目であり、手探りで経営を始めたところだったため、
非常によいタイミングであった。翌年には、同じく経営に携わっている夫が、2008年には従業
員２名が同コースに参加した。コース修了後、カイゼン協会のメンバーになっている。 
会社は、ウェットティッシュを生産している。会社を設立した2002年当時、輸入品はあった

が「モ」国産の製品はなかったため、ビジネスになるのではないかというアイデアで家族を中
心に従業員７名で会社を立ち上げた。しかし、生産の仕方や経営方法などなど全くわからなか
った。コース内容は５年前のことなので詳しくは覚えていないが、直接的な講義と指導が役立
ったのはよく覚えている。 
例えば、マーケティング調査の方法について、正確に製品の中身を伝えることが重要性であ

ると教わり、それ実践するために商品サンプルを作るようになった。販売方法についても、当
時はわからなくて、金額を上げて売上を上げようとしていた。それを続けていたらビジネスは
うまくいかなかったと思う。しかし、コースでマーケティングの多様な戦略を学び、その一つ
の薄利多売手法を知り、それを採用することとした。そのおかげで事業が軌道に乗り、当初ウ
ェットティッシュのみ生産していたが、今は20種類以上の製品を生産している。現在、手狭に
なっているため新しく広い場所に移転する予定である。 
５Sも実践しており、工場内の衛生管理や機械や道具の保管、社員のロッカールームの整備

と、ロッカーの扉への業務態度などの標語の掲示などが、現在も実践されている。 
さらに、５つのグループに分かれて行っていた、相互の会社訪問とアドバイスを行う実習活

動（のちのカイゼン協会の活動につながる）を通じて新商品が開発された。当時、臭いがきつ
い商品しか生産していなかったが、グループのメンバーが水の不便な場所で入浴の代わりに使
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用するための、無臭のウェットティッシュを提案し、それを製品化したところヒット商品とな
った。当時の仲間とは、現在もカイゼン協会を通じて協力しあっている。知識の習得だけでな
く、こうした仲間に会えたこともコースを受講してよかったことの一つである。 
2009年７月に、カイゼン協会から選ばれて日本での（JICAとの）コストシェアの研修に参加

した。札幌での工場見学を通じて、勤務管理の仕方や効率的経営手法を学んだ。帰国して１ヵ
月ほどだが、早速研修で学んだことを実践し、午前８時から６時だった勤務時間を８時から５
時に短縮し、代わりに作業の効率化を図った。結果として、一日の目標である13,000個を、以
前は達成できなかったのだが、現在は毎日上回る個数を生産できている。研修費用は、航空券
とUS$1,500を自分で支払った。多少高いが研修の機会は必要であり、参加し終わった今絶対に
無駄ではない出費だったと感じている。また、2003年のコース参加当時は自分は優等生ではな
く、修了生を対象にした本邦研修にも選ばれなかった。しかし、コース終了後約６年間を通じ
て少しずつ事業を改善し、研修に参加することができたことがうれしい。2009年度、ビジネス
コースのモデル企業候補になっており、さらに業務体制や収益を改善していきたい。 

  
 たくさんの種類の製品が スタッフのロッカー 
 陳列されている。 標語が掲示されている。 

 

BOX５：ビジネスコースでの技術の活用事例③ 飲料品製造販売会社社長／男性 
 
2003年に、２期生として中小企業経営指導診断コースに参加した。ビジネスコース終了後、

３名の社員を社の負担でビジネスコースを受講させ、社全体で改善への取り組みを行ってい
る。 
会社を設立したのは1994年。ドイツから輸入した４種類の麦をブレンドしてドイツ式の半自

動式生産手法によって、ビールを製造販売している。 
ビジネスコースの内容で一番役立っているのは５Sである。具体的には、食品加工分野の業

務のため整理、保健衛生の管理の方法についてはとても重要な視点であり、学ぶところが多か
った。さらに、計画的作業といった考え方を全工程に導入した。人材管理という視点において
も、社員一人一人に５Sを理解させるようにした。 
具体的には、まず原料の保管方法を改善した。ドイツから輸入している原料を５Sを通じて

衛生的に適格に保存することで、食品加工のビジネスにおいてもっとも重要である、商品の品
質の保持をしている。さらに、コースで学んだ生産プロセスを分析を通じて人材の育成を行い、
社員がすべての工程をこなせるように研修を行い、急な不在や欠員にも対応できるような制度
に改善した。こうしてコース修了時から商品の製造過程の改善に取り組んだため一定の成果が
出ている。会社設立当初は、１日500Lしか生産できなかったが、現在は日に３トンほど、ウラ
ンバートル市内の250のバーに生ビールを納品しており、販売率も向上している。競合の大企
業もあるが、ビジネスコースの中で大企業と競合したとしても、品質を保持している限りは周
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囲の小さな店舗との商売が成り立つことを学び、それを実践している。 
販売においても、ビジネスコースで学んだ知識を活用している。社では商品の品質保持のた

めに、販売店での商品の保存保管にも留意している。そのため週一度、納品先であるバーを訪
問し、納品後の製品の保存状態などをチェックしている。さらに、ビールづくりのプロセスを
知ることは、販売店の人たちの理解の促進と販売意欲の向上につながる。また、バーの店長な
どを工場に招いて工程を紹介する小規模なスタディーツアーを行った。それを通じて、保存方
法や温度の維持の重要性なども伝えることができた。 
５Sの実践を通じて、自分も社員も大きく変化している。一番変化したのは、ビールを運搬

するドライバーだと思う。食品を運搬するという意識が強くなり、常に車の衛生管理を徹底し、
ビールを衛生的に運搬できるよう取り組むようになってきる。 
さらに、財務管理の改善も行った。それまで、販売率によって経営状態を確認していたが、
詳細な財務管理を通じて利益率を高める努力が必要であることを学んだ。例えば、全体的な利
益率が高いとしても、費目によってばらつきが見られることや節約できる費目と絶対にしては
いけない費目があることなどを学び、販売過程の効率化にも取り組むようになった。例えば、
以前は、あるバーから納品の依頼があった場合、一つでも対応していた。しかし、燃料や車の
時間、人件費やサービスの向上などを考慮して、周囲のバーへの在庫状態を確認するようにし、
まとめて配達をするようになった。これらは、コースの講義内容だけでなく、実習におけるグ
ループ活動において（のちのカイゼン協会）、相互の経営状態について訪問したり意見交換を
するなかで学んだ。こうした実習が含まれていたこともビジネスコースの利点の一つだったと
思う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        ４種類の麦の品質保持 清潔に保たれた工場内。制服姿の社員 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価５項目ごとの評価 

 ３－１－１ 妥当性 

以下の理由により、本案件の実施は妥当であると判断される。 

 

 （１）ニーズとの合致 

「モ」国では、企業数の約97％がこれらの中小企業であり、その経営者・従業員などを主

なターゲットとしてビジネスコースを開催することは、同国の経済成長およびマクロ経済の

安定化に直接的に貢献するものである。市場経済化以降、ビジネス研修へのニーズは高いも

のの、「モ」国内で行われている経営講座やビジネスセミナーの多くがアカデミックな経営

理論が中心であり、業務への応用に適していないものであった。MOJCでは、フェーズ１で
好評であった実践的な講義内容や指導法を採用しており、ニーズに合致している。 

民主化・市場経済化を選択した1990年以降、「モ」国と日本両国の関係が発展し、日本語

の学習者数、教師数が増加しており、日本語教育への重要とニーズが高まっている。特に、

「モ」国の日本語教育では大学での理論を中心としたものが多かったため、実習を中心とし

たMOJCのコースへのニーズは高い。また日本語教師養成コースは他にほとんどなく、その
ニーズは高い。 

相互理解促進分野では、現在までにMOJCの来館者が100万人を超え、図書館の利用者数
が年２万人強、登録者数も年2,000人強いることや、定期的、不定期に実施される事業への

参加者数の実績から、利用者のニーズに合致していると判断される。 

 

（２）優先度 

事前評価で確認されたように、「モ」国政府は政府行動計画を実施するための「経済成長

と貧困削減」を2003年に策定し、その中でマクロ経済の安定と民間セクターの振興は経済成

長と貧困削減の重要課題となっている。本プロジェクトは、「モ」国の市場経済化を担う人

材の育成をプロジェクト目標の一つとしており、「モ」国政府の重要開発課題に即している。 

また我が国の「モ」国別援助計画において、マクロ経済の健全な運営のための制度整備お

よび人材育成を公的、民間の両セクターにおいて支援することが重点分野として挙げられて

いる。また、地域経済格差の是正、環境と両立した持続的な経済成長、外貨獲得産業の振興

等経済活動の促進を援助重点分野として位置づけており、本プロジェクトの目的と合致して

いる。 

さらにビジネスコースは、日本型経営（５S改善）、品質管理・生産管理、労務管理等の
コースが中心となっているが、これらは日本が高度なレベルを保持する比較優位のある分野

である。また日本語教師の育成などの日本語教育に関して、「モ」国では理論を中心とした

教員養成関連コースが中心であるため、実習を中心とした講義により効果的な教育を提供す

る日本における支援の優位性は高い。 
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３－１－２ 有効性 

以下の理由により、プロジェクトの有効性は高いと判断される。 

 

（１）プロジェクト目標の達成の見込み 

プロジェクト目標の達成の見込みについては、「２－４」を参照。 

 

（２）成果の適切性 

成果１のMOJC運営体制の強化によって、成果２、３、４におけるMOJC事業の円滑な実
施や現地化の促進が達成されており、成果の間に相互の関係性がみられ、有効性を高めてい

る。 

 

（３）外部条件の充足 

「モ」国政府は、市場経済化および中小企業支援政策を維持している。また、他の関係省

庁や大学は、JCCへの参加を通じてMOJC運営に協力している。今後、新規に設立された中
小企業庁とは連携も検討されている。さらに、C/P機関であるNUMからの支援を促進するた
めに、2009年５月にNUM学長と経済学部長（C/P、MOJC副所長）が本邦研修に派遣された。 

 

（４）貢献・阻害要因 

プロジェクト目標の達成には、さらにMOJCの実施する事業へのニーズの高さや、MOJC
の立地、MOJCの位置づけといったプロジェクトの枠組みの設定の適切さが貢献要因と考え
られている。コース内容に関しても口コミでの新規受講者も多く、利用者からの信頼を獲得

している。また、図書室機能や新聞やテレビを設置したロビーは非常に好評であり、多くの

リピータ―を有している。またそうした機能の利用を通じて、MOJCの認知が促進されてい
る。プロジェクト以外では、親日的感情や日本の技術力への信頼がMOJCの事業（特にビジ
ネスコース）の成功に貢献している。 
一方、現地スタッフの定着率は部署によっては低く、事業運営に影響を与える可能性があ

る。しかし、プロジェクトでは頻繁な交代に対応して全部署で運営マニュアルを作成してい

る。また２名が日本への留学のために離職し、留学修了後、統括主任として復職し、留学で

得た知識と留学以前からの経験を業務に活用している。 
しかし、C/P（NUM）の関与は限定的であり、プロジェクト目標達成に向けて更なる関係

性の強化が必要である。また、MOJCのスペースには限りがあり、多目的ホールや教室など
が足りないことで、現地化に向けた収益の向上や事業の拡大が阻害されている。 

 

３－１－３ 効率性 

以下の理由により、プロジェクトはほぼ効率的であると判断される。 

 

（１）成果の達成度 

成果の達成度については、「２－３」を参照。 
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（２）活動と成果の因果関係 

計画された活動はどれも成果の達成に直結している。ビジネスコースではこれまで排出

してきた多くの修了生から、フォローアップ支援の必要性が挙げられている。日本とのビ

ジネスを促進するようなサービスの必要性もみられる。一方、日本語コースでは他の教育

機関との競合を避けるために、初級コースを開講していないが初級コースへのニーズは高

く収益性も高いため開始の検討が期待される。また相互理解促進のための日本文化を紹介

する事業についても、更なるサービスを望む声がある。こうしたMOJCの活動内容について、
ホームページのコンテンツの改善といった広報の強化の必要性も指摘されている。 

 

（３）投入の質・量・タイミング 

本プロジェクトでは、日本語コース運営専門家は国際交流基金から派遣されてきており、

その効率性と専門性が維持されている。一方、ビジネスコースはコース運営専門家が断続

的に派遣されており、長期的なコース運営のアドバイスに限界がある。また、多くのコー

スが短期専門家に担われているが、その派遣までのタイミングの短さが指摘されている。 

供与機材については計画通り投入されており、その内容や維持管理に特に問題はみられ

ない。 

MOJCのスタッフは、フェーズ１から延べ31名が雇用され、うち19名が現在も勤務中であ
り、配置に問題はない。スタッフの事業実施能力は向上しているものの、離職率に影響を

受けている。一方、フェーズ１から勤務しているものを中心として、MOJCに愛着や誇りを
もって勤務しているものも多い。 

本邦研修は、C/P、現地スタッフ、ビジネスコースの成績優秀者が派遣されている。2009
年度、C/P機関のNUMの学長と、MOJC副所長が、日本理解の促進を目的とした本邦研修に
参加し、MOJCへの理解促進につながっている。現地スタッフの本邦研修への参加は、プロ
ジェクトやJICA事業への理解を促進し、MOJCでの業務の遂行能力を向上させている。一方、
ビジネスコースでの成績優秀者の本邦研修への派遣は、参加者の能力の向上という研修効

果だけでなく、コース参加者のモチベーションの維持につながっている。しかし、その選

定プロセスが不明瞭であると指摘がある。 

MOJCは、非常に良い立地条件に立てられており、様々な事業を実施する機能を有してい
る。しかし、スペースが十分ではなく、MOJCの事業拡大を難しいものにしている。図書室
などの施設に関しても、利用者からスペースの改善の要望が多く挙がっている。 

一方、「モ」国側からは、NUM自身が政府からの支援なしに自己資金で運営されているこ
とから、副所長としてのC/Pの配置と光熱費などMOJCの全支出８％が投入されているのみ
である。守衛の費用は他の学部においてもNUMが支出しているため、今後負担を要請でき
る項目である。 

 

（４）貢献・阻害要因 

現地スタッフの定着率は、部署によっては低く、事業運営に影響を与える可能性がある

ため、プロジェクトでは頻繁な交代に対応して全部署で運営マニュアルを作成しており、

大きな問題は生じていない。一方、２名が離職して留学修了後統括主任として復職してお

り、留学で得た知識や留学以前からの経験を業務に活かしている。また、2007年から導入



－21－ 

されたマネージャー制度は、スタッフによる運営能力の向上を促進している。なお、ポス

トフェーズ２の方向性が明確ではなく、現地スタッフが不安に感じている。また、物価の

急激な上昇によって、公務員などの給与が倍増されているなか、スタッフの給与などの雇

用条件の改善の必要性も指摘されている。 

 

３－１－４ インパクト 

これまでの活動を通じて、以下のような波効果が生じている。 

 

（１）経済・社会面への波及効果 

MOJCの事業への参加や図書室などの施設の利用を通じて、日本への関心の育成や親日的
感情の醸成を推進している。コース内容に関しても、口コミでの新規受講者も多く、利用

者からの信頼を獲得している。 

またビジネスコースでは、フェーズ１から７期までの修了生が、モンゴルの経済界の中

心的な役割を果たすようになっている。また受講生の半数以上が女性であり、女性のビジ

ネスへの参入を通じた経済的エンパワーメントを促進している。 

 

（２）その他の波及効果 

ビジネスコースでは、第二期の卒業生が中心となって「カイゼン協会」を設立し、自主

的に修了生が参加しているが、2008年度の７期生は全員が加入した。カイゼン協会は、コ

ースの地方セミナー実施の支援やJICAとのコストシェアリングによるメンバーの本邦研修
の実施といったフォローアップについて、ビジネスコースとの連携や支援を行っている。

カイゼン協会員以外の修了生たちも、終了後、社員へコースで習得した技術を紹介やのち

のコースに社員を参加させるなど、MOJCで得た技術の普及に貢献している。また獲得した
技術を積極的に日常の業務に適用している（BOX３～５を参照）。 
日本語コースでは、日本語教育シンポジウム、毎月１回の日本語教育研究会例会、日本

語教師会との共催でのスピーチコンテストの実施などを通じて、モンゴル日本語教育支

援・推進・連携拠点としての役割を果たしている。さらに、モンゴルの日本語教育の様々

な知識や情報が集まる総本山的な位置づけともなっている。近隣の学生たちは日本語コー

スへの参加や図書室の利用などを通じて、MOJCからの便益を受けている。 
負の影響は特にみられない。 

 

３－１－５ 自立発展性 

 自律発展性については、以下のような取り組みや課題がみられた。 

 

（１）政策・制度的側面 

「モ」国側の関係者からはMOJCの機能の有効性が確認されている。特に、C/Pである
NUMの学長やMOJC副所長はその機能と有効性を評価しており、将来的にNUMから所長を
任命する考えも有している。MOJCは、NUMの独立した付属機関であると学長令による「定
款」に定められている。しかし、財政面の確保に関してはオーナーシップは醸成されてお

らず、財源が確保されていない。 
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（２）組織面 

スタッフの配置に関しては、現在配置されているスタッフが将来的にも継続して勤務す

る場合、その能力や配置場所に問題はない。特に、統括主任と主任の一部は高い運営管理

能力を有しており、マネージャー制度の導入によって、その自主的運営体制が確立されて

きている。しかし、プロジェクト終了後、「モ」国側の予算によるスタッフの配置は極めて

困難である。 

 

（３）財政・事業面 

MOJCの自己収入額は増加してきているものの、目標金額（現地での支出の40％）には達
しておらず、更なる自己収入源の発掘が必要である。現地化の促進によって更なる自己収

入の増加の必要性はスタッフ間で共有されており、2009年度から受講料の見直しが行われ

た。今後も新コースの設定、収益性の高い事業の拡大などの取り組みが実施、もしくは計

画されており、収入増加が期待されている。自己収入額を増幅させる取り組みとして「モ」

国側より提案されている貯蓄資金の定期預金化は検討中である。 

日本の関係機関との連携は促進されている。特に、上記の自己収入額の増加を促進する

ために受託事業の増加とそのための現地スタッフの能力向上が必要である。 

 

（４）技術的側面 

現地スタッフの能力は強化されてきている。マネージャー制度の導入によって統括主任

と主任の一部は高い企画運営管理能力を有するようになってきている。その他のスタッフ

に関しても底上げされており、プロジェクト終了までに更なる能力向上が期待されている。

現地スタッフはMOJCへの継続的勤務を通じて、強いコミットメントをもつようになってい
る。そのため、プロジェクト終了後も継続した勤務を希望しているものも多いが、そのた

めの待遇や体制の整備は必要である。 

現地講師については、日本語コースについてはほぼ現地化が達成されつつある。一方、

ビジネスコースに関しては候補者が選定され、実務を通じた養成が始まったばかりである。

企業診断を担う現地コンサルタントについても同様であり、プロジェクト終了までに能力

向上に向けて今後更なる取り組みが計画されている。 

各コースで開発された教材に関しては、プロジェクト終了後も使用される可能性がある。

しかし、定期的な見直しや加筆・訂正の方法について、その予算や担当者の能力ついて、

検討する必要がある。 

MOJC事業実施を通じて他の機関との連携は強化されているものの、今後も継続した取り
組みが必要である。 

一方、供与機材に関してはフェーズ１から継続勤務しているスタッフを中心として維持

管理が適切に行われており、継続が可能であると考えられる。 

 

（５）貢献・阻害要因 

MOJCの機能の持続には、これまでに養成されてきた現地スタッフと現地講師の貢献が大
きいと考えられる。彼らが継続して勤務し、さらに能力を向上させることがMOJCの持続性
の強化につながると考えられる。 
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また、C/P機関でのNUMとの連携が弱いため、今後教員との交流の促進といった関係性の
強化のための取り組みが不可欠である。 

 

３－２ 結 論 

MOJCは、ウランバートル市の中心に位置するスフバートル広場および政府宮殿の隣にある
NUMの一角に位置し、国内大手旅行誌の地図にも記載されるなど、日本と「モ」国とを結ぶ代表
的な施設としてのビジビリティーは高い。また、市の中心にあることから市民のアクセスもよい。

2009年７月に、開所以来の来館者数がウランバートル市民数に匹敵する100万人を突破するなど、

広くモンゴル国民に根付いた活動を行っている。スタッフのほぼ全員が日本語を理解し、来館者

への対応マナーも良く、ビジネスや日本語コースの質も高いことから、「モ」国にいながら日本を

体験できる貴重な場所となっている。 

ビジネスプログラムでは、通常コースと呼ばれる延べ５週間の中小企業診断指導コースに加え、

特定テーマを短期で教える、入門コース、特別コース、専門コースおよび地方セミナーやIT/PCコ
ースも提供し、多様化するモンゴルのビジネス界のニーズに対応している。今フェーズに入って

からの受講者数も既に5,500名を超えている。通常コースの卒業生が結成したカイゼン協会は自分

たちの企業の経営改善のみならず、他の中小企業にもカイゼン活動を広めていきたいとの意欲を

みせ、日本センターの技術協力の面的拡大の可能性が芽生えている。また、日本語教師を育成す

る組織が限られている「モ」国においては、実質MOJCがその役割を果たしており、また日本語教
師会、日本語教育研究会において中心的役割を果たすなど、「モ」国における日本語教育の総本山

として機能している。 

しかし、将来的な自立発展に向け、NUMとの関係強化と財務的自立に課題が見られる。NUMと
の関係強化のためには、日本の大学との学術交流や留学支援、企業への就職支援が考えられる。

また、将来NUMから所長を配置するための共同所長化も考えられる。また財政的自立を促進する
ために、ビジネス、日本語コースの受講料や施設貸与料の見直し、比較的スペースに余裕がある

時間帯（昼間）でのコースの導入、受託事業の拡大等が考えられる。これらを実現するために現

在行っている事業の見直しが必要である。 
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第４章 提言と教訓 
 

４－１ 提 言 

４－１－１ NUMとの人的交流・連携活動の拡大 
（１）MOJCがNUMにとってメリットのある活動を行うことを通じ、関係性の強化を図る。

例えば、日本の大学との間の、学術交流や学生間交流の斡旋、学生向け就職フェア、日本

留学フェア等の取り組みが挙げられる。 

 

（２）MOJCは「モ」国側と日本側の共同経営により運営される機関であるため、運営管理、財
政基盤の強化、事業内容等の経営全般について、両者で協議しながら進める。 

 

（３）将来的にNUMから所長が配置されることが望ましいので、それに向け、まずは早期に共
同所長体制に移行するため、役割・責任について明確にする。 

 

（４）R/Dに記載されているプログラム・アドバイザーの配置が実現されていないため、実現の
ための方策を大学との間で協議する。 

 

４－１－２ 財政基盤の強化のための取り組み 

共同経営者として「モ」国側の負担を求めていくものの、NUMは各学部も独立採算で運営さ
れており、大学からのMOJCに対する予算措置を期待することは現時点で困難であるという現状
も踏まえ、独立採算により自立的に運営できる体制に向けて更なる努力の必要がある。具体的

には以下のとおり。 

 

（１）受講料・施設使用料は2009年度当初に見直しを行っているものの、受講生からは内容の

質の高さから、より高くても受講の価値があるとの意見もあった。上記の独立採算で運営

する体制を念頭に、更なる見直しを行う必要がある。 

 

（２）収益性を考慮したコースの見直しを行う。 

 

（３）既に取り組みを開始している受託事業について、体制を整備し、拡充する。同時に、既

存の共催事業で過度の負担となっている事業については、効率性と収益性の観点から負担

の軽減のための整理、方法の見直しを行う。 

 

４－１－３ 活動スペースの確保 

活動スペースの不足が各関係者から指摘されており、既存の施設の増築や別施設の建設のア

イデアが挙げられてきたが、技術的問題があったり、時間がかかったりするために少なくとも

フェーズ２中には確保することが困難である。特定の時間帯にはこれ以上活動を拡大できない

のは事実であるが、まずは午前中の空いている時間を活用するなどの工夫を行う必要がある。 
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４－１－４ モニタリング体制の改善 

各コースの実施後に、受講者へのアンケート調査が実施されている一方で、アンケート結果

の集約や十分な活用を行うシステムが不十分である部分があるため、よりニーズに即した効果

的な事業実施のためモニタリングシステムの改善が求められる。また、ターゲット層のニーズ

調査に基づくコースの企画や修了生のフォローアップ調査によりコースの成果を把握し、次の

計画にフェードバックする体制を強化する必要がある。 

 

４－１－５ ビジネスコース内容の見直し 

ビジネスコースのコース設計について、2008年度から一部変更している（具体的には、特別

コース、専門コースの設置）がその結果のレビューを行い、必要に応じて見直しを行う。見直

しの結果を2010年度のコース計画に反映するため、2009年12月までにコース内容を確定する。 

また、あわせて現在開始している日本人講師との共同講義を通じた通常コースにおける現地

講師育成の取り組みを一層促進し、各科目において現地講師で実施可能な講義のコマの割合を

増加させる。さらに、特別コース等について現地講師を積極的に活用する。 

 

４－１－６ 日本語コース現地講師の育成 

日本語コースは、既にモンゴル人常勤スタッフ（４名。講師を兼ねる）による運営が行われ

ているが、MOJCがモンゴル日本語教育界の核として機能していくために更なる育成をめざし、
以下を実施する。 

（１）現地スタッフの勤務時間に占める担当授業数を増やす。 

（２）現地スタッフのモンゴル日本語教師会の研究部会への参加を推奨する。 

 

４－２ 教 訓 

（１）事業の方向性について、C/P機関、プロジェクト、JICAとの間で共通認識を形成する時期が
遅れた。これは本部からの調査団派遣が長期にわたり行われていなかったこともあり、対話

が不足していたことが原因である。 

 

（２）ビジネスコース運営管理専門家の派遣期間が十分でなく、コース全体の統括を行うことが

困難であった。 

 



付 属 資 料 

 

１．M/M 

２．PDM0 

３．評価グリッド 

４．投入実績 
４－１．専門家派遣実績 
４－２．現地スタッフ雇用実績 
４－３．本邦研修実績 
４－４．機材リスト 

 
５．活動実績 
 ５－１．ビジネスコースの実績１（ビジネス） 
 ５－２．ビジネスコースの実績２（IT/PC） 
 ５－３．日本語コースの実績 
 ５－４．相互理解促進事業実績 

６．成果の達成度  

７．MOJC組織図 
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Project Title : Mongolia – Japan Center for human resources development project (MOJC) (Phase 2)     Duration : January 2007 ～ January 2012    Ver. No.: 0       Date: 4 December 2006 
Narrative Summary (request) Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption 

Overall Goal 
1. Human resource development contributing to the market economy in Mongolia will be promoted  
2. Mutual understanding between the two countries will be promoted 

 

・ No. of private company recognizing MOJC 
・ No. of Japanese language teaching institutions and teachers recognizing 

MOJC   
・ No. of participant who utilize knowledge and skills acquired from MOJC 

courses  
・ No. of participants’ companies starting business with Japanese companies 
・ No. of participants of Japanese language course passed the Japanese 

Language Proficiency Test 
・ No. of participants becoming Japanese teachers 
・ No. of participants using Japanese in their job 
・ No. of Mongolian students who study in Japan 

・Sample survey to the members of the 
Chamber of Commerce and Industry 

・Sample survey to the members of Japanese 
Language Teachers Association and other 
university faculty members 

・Questionnaire to participants 
・Biannual project reports 
･Follow-up survey reports on ex-participants 
・Government reports 

Political condition of Mongolia is stable 

Project Purpose 
The function of MOJC, which are 1) to contribute to human resource development of Mongolia 
towards a market economy, 2) to promote mutual understanding between the people of 
Mongolia and Japan, will be strengthened 

 
 

Improvement in recognition 
・ No. of visitors 
・ No. of participants of all MOJC activities  
・ Satisfaction level of visitors and participants 
・ Proportion of participants from the region other than Ulaanbaatar city 
Ownership promotion 
・ Proportion of local lecturers out of total course hours 
・ No. of academics of National University of Mongolian assigned to program 

advisers of MOJC  
・ No. of local staff assigned to program managers of MOJC 
・ Upper-level functions undertaken by the local staff  
Financial sustainability 
・ Proportion of MOJC own revenue to local expenditure 
Networking  
・ No. of activities in cooperation with related organizations (JBIC, UNDP, 

EBRD, etc.) 
・ No. of activities in cooperation with returnees of scholarship program in 

Japan 

・Biannual project reports 
・Questionnaire to participants and visitors 
・Monitoring and evaluation reports 
・Balance sheet 
 

The Government of Mongolia 
maintains the current policy to promote 
market economy and small and 
medium sized industry 

Output 
1. MOJC will be managed effectively and efficiently by strengthened management and monitoring 

system 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. Business courses will be offered to provide practical knowledge and skills to meet the needs of 

small and medium sized industry with the involvement of larger number of local lecturers  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. Japanese language courses will be offered to meet the needs of Japanese language teachers 

and to expand business opportunities for the society 

1. Annual JCC meetings to be held 
1. Monthly MOJC meetings to facilitate communication between three 

programs 
1. Annual operational, financial, and organizational  plans to be formulated, 

implemented, monitored and revised quarterly 
1.Staff training plan of MOJC 
1. No. of joint activities combining business including IT, Japanese language 

and mutual understanding activities  
1. Types and no. of publicity works contributed to increase of the number of 

participants or the improvement MOJC activities  
1. The website to be updated every month 
1. No. of access to the website 

2. Annual implementation policy and course plan to be formulated and 
implemented as scheduled  

2. Improved monitoring system 
2. No. of participants by region/sector/title, etc. 
2. No. of participants who completed full course 
2. % of fulfillment of course completely  
2. Satisfaction level of participants 
2. No. of improved courses and teaching materials 
2. No. of identified and trained local lecturers  
2. No. of business courses cooperated and consulted with other aid 

organizations   
2. No. of courses initiated and implemented by local staff 

3. Annual implementation policy and course plan to be formulated and 
implemented as scheduled  

3. Improved monitoring system 
3. No. of participants by region/profession/aim, etc. 
3. No. of participants who completed full course 

1.Record of JCC meetings  
1.Record of monthly MOJC meetings 
1.Biannual project reports 
1.Monitoring and evaluation reports 
1.Questionnaire to participants 
1.MOJC annual plans of operation and revised 
plans 

1.Balance sheet 
1.Organization chart  
1.List of local staff 
1.Record of meetings with related organizations 
1.List of inquiry  
 
2.MOJC annual plan of operation 
2.Annual course outline  
2.Annual course implementation plan 
2.Record of course implementation  
2.Monitoring and evaluation reports 
2.List of teaching materials 
2.List of local lecturers  
 
 
 
 
 
3.MOJC annual plan of operation 
3.Annual course outline  
3.Annual course implementation plan 
3.Record of course implementation  
3.Monitoring and evaluation reports 
3.List of teaching materials 
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4. The exchange activities on various fields (economy, society, and culture etc) between both 

Mongolia and Japan will be strengthened 
 

3. % of fulfillment of course completely  
3. Satisfaction level of participants 
3. No. of improved courses and teaching materials 
3. No. of identified and trained local lecturers  
3. No. of courses initiated and implemented by local staff 

4. Annual implementation policy and course plan to be formulated and 
implemented as scheduled 

4. Improved monitoring system 
4. No. of mutual understanding activities initiated and implemented by local staff
4. No. of participants (both Mongolian and Japanese) for mutual understanding 

activities 
4. Satisfaction level of visitors and participants 
4. No. of participants by region 
4. No. of visitors of the library 

3.List of local lecturers  
 
 
 
4.MOJC annual plan of operation 
4.Record of activity implementation 
4.Monitoring and evaluation reports 
4.Questionnaire of participants 
4.Attendance record of participants 
4.List of local staff 

Inputs The cooperation to MOJC is 
continuously maintained by Mongolian 
ministries, universities and other related 
organizations 

Activities 
1-1. To form Joint Coordination Committee (JCC) to review and discuss the annual plan of the 

project 
1-2. To design and monitor an action plan (annual operational plan, financial plan, organization plan 

and staff training plan) taking into account the links between business including IT, Japanese 
language and mutual understanding activities  

1-3. To train local staff according to the staff training plan 
1-4. To provide necessary materials for MOJC operation  
1-5. To design and implement the strategy of the public relations in order to advertise MOJC activities 

widely in Mongolia 
1-6. To improve monitoring system for the whole center activities and to apply it to reflect lessons 

learned onto the planning for the following year 
 
2-1.To conduct needs survey and design the business course implementation plan based on the 

local needs 
2-2.To advertise the business courses for applicants and select participants 
2-3.To implement the business courses for the service, manufacturing and IT industry sector  
2-4. To design and implement the strategy for recruitment of the local lecturers 
2-5.To enhance teaching skills of local lecturers by mainly OJT 
2-6.To improve monitoring system to evaluate the outcome of the courses and reflect lessons 

learned in future courses 
2-7.To coordinate with other development aid organizations to consolidate the effect of business 

courses 
 

3-1. To conduct needs survey and design the Japanese language course implementation plan 
based on the local needs 

3-2.To develop new courses and teaching materials according to implementation plan  
3-3.To advertise the Japanese language courses for applicants and select participants 
3-4.To implement the Japanese language courses on the Japanese language education, business, 

IT industry and mutual understanding  
3-5. To design and implement the strategy for Recruitment of the local lecturers 
3-6. To improve teaching skills of local lecturers by implementation of OJT  
3-7.To support employment with using the network of Japanese teachers and educational 

institutions   
3-8.To improve monitoring system to evaluate the outcome of the courses and reflect lessons 

learned in future courses 
 
4-1.To conduct needs survey and design mutual understanding activity plan based on the local 

needs 
4-2.To strengthen information service functions (library, Internet, website, JICA-Net etc) about both 

Mongolia and Japan 
4-3.To advertise mutual understanding events to both Mongolian and Japanese 
4-4.To conduct mutual understanding events  
4-5.To offer MCJ facilities to other organizations and exchange programs 
4-6.To improve monitoring system to evaluate the outcome of the activities and reflect lessons 

learned in mutual understanding activities 
 

Japanese Government: 
1. Long- term experts (Director of MOJC, Project 

coordinator, Expert on Japanese language course) 
2. Short- term experts for business course etc 
3. Training in Japan and / or the third country 
4. Equipment 

Mongolian Government: 
1. Site for the MOJC  
2. Staff of MOJC (Vice-Director, Cleaners etc)  
3. Program advisers of MOJC 
4. General administrative expenses for the MOJC (water, heating, 

electricity, etc) 

Precondition: 
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評価設問 

大項目 小項目 
必要なデータ 情報源 データ収集方法 

妥当性 

ビジネスコースのターゲット・グループの設定及びニーズ把握は適切かつ十分か、

そしてニーズは高いか 

ニーズに関する情報や関

係者の意見 

①受講者・修了生 

②企業・産業界（商工会議所等） 

③専門家・C/P・スタッフ 

①既存のアンケート結果及び

インタビュー 

②インタビュー 

③インタビュー 

日本語コースのターゲット・グループの設定及びニーズ把握は適切かつ十分か、そ

してニーズは高いか 

ニーズに関する情報や関

係者の意見 

①受講者・修了生 

②他の日本語教育機関 

③専門家・C/P・スタッフ 

①既存のアンケート結果及び

インタビュー 

②インタビュー 

③インタビュー 

上位目標及びプ

ロジェクト目標

は、ターゲット・

グループのニー

ズに合致してい

るか 

相互理解促進事業のターゲット・グループの設定及びニーズ把握は適切かつ十分

か、そしてニーズは高いか 

ニーズに関する情報や関

係者の意見 

①参加者 

②専門家・C/P・スタッフ 

①既存のアンケート結果及び

インタビュー 

②インタビュー 

モンゴル国の開発政策との整合性はあるか 

（モンゴル国における市場経済化に資する人材育成が、優先課題として位置づけら

れているか） 

政策面での位置づけ 

関係者の意見 

①モンゴル政府の政策 

②対外経済関係・貿易・投資省関係者 

①資料レビュー 

②インタビュー 

優先度 

日本の援助政策・JICA 国別援助実施方針との整合性はあるか 我が国のモンゴル国に対

する協力重点分野 

国別援助計画、国別援助実施方針 資料レビュー 

その他 協力開始当初と比べてプロジェクトを取り巻く環境（政策、経済、社会など）に変化は

ないか 

モンゴル国の政策、対象

地域の経済、社会に関す

る情報や関係者の意見 

①専門家報告書 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②インタビュー 

有効性 

プロジェクト目標

の達成度合い 

プロジェクト目標の達成の見込みはあるか （達成度表のとおり） （達成度表のとおり） （達成度表のとおり） 

プロジェクト以外にプロジェクト目標達成に貢献する要因はあるか 実施プロセスの情報 

関係者の意見 

①専門家報告書 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②インタビュー 

スタッフや講師の離職は、どの程度マイナスの影響をもたらしたか 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ 質問票及びインタビュー 

阻害・貢献要因 

その他に、プロジェクト目標達成を阻害する要因はあるか 関係者の意見 ①専門家報告書 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②質問票及びインタビュー 

効率性 

アウトプット（成

果）の達成度 

アウトプットは達成されているか （達成度表のとおり） （達成度表のとおり） （達成度表のとおり） 

不要な活動はなかったか 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ インタビュー 活動とアウトプッ

ト（成果）の因果

関係 

必要なのに予定していなかった活動はなかったか 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ インタビュー 

投入の質・量・タ

イミング 

専門家派遣（長期及び短期）の人数、専門分野・能力、派遣のタイミング・期間は適切

か。 

・派遣実績 

・関係者の意見 

①派遣実績データ 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②質問票、インタビュー 

３
．
評
価
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供与機材の種類、量、供与時期は適切か。 ・機材供与実績、利用状況

・関係者の意見 

①機材供与実績データ 

②機材配置（管理）データ 

③専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②資料レビュー 

③質問票、インタビュー 

本邦研修員受け入れの人数、研修内容、時期・期間などは適切か ・研修受け入れ実績 

・関係者の意見 

①研修受け入れ実績データ 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②質問票、インタビュー 

センターのスタッフの人数、配置のタイミング、能力は適切か。 ・C/Ps 配置状況 

・関係者の意見 

①C/Ps 配置実績データ 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②質問票、インタビュー 

モンゴル人講師の配置は適切か ・講師配置実績 

・関係者の意見 

①講師配置実績データ 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②質問票 

センターのスペース・規模、利便性は適切か。 ・センターのスペース 

・関係者の意見 

①講義室・事務室・機材配置状況 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー及び直接観察 

②質問票 

モンゴル側の予算支出は適切な規模か。 ・相手側コスト負担実績 

・関係者の意見 

①コスト負担実績データ 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②質問票 

他機関との協力 他機関との効果的協力があったか。 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ 質問票 

供与機材等は有効に利用されているか ・供与機材利用状況 

・関係者の意見 

①供与機材台帳 

②専門家・C/P・スタッフ 

③直接観察 

①資料レビュー 

②質問票 

③直接観察 

スタッフの定着度は、良好か。 

 

スタッフの当初の配置と現

状との比較 

スタッフ配置実績データ 資料レビュー 

効率性を阻害す

る要因はあるか 

その他の要因はあるか。 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ インタビュー 

インパクト 

上位目標はプロジェクトの効果として達成が見込めるか （達成度表のとおり） （達成度表のとおり） （達成度表のとおり） 上位目標の達成

予測 上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか 

（上位目標はプロジェクト目標の達成の結果もたらされるという論理に矛盾はない

か） 

関係者からの情報 専門家・C/P・スタッフ インタビュー 

経済面への波及

効果 

受講者の知識とスキルの向上がモンゴル企業の業績向上に貢献しているか（特に、

ビジネスコース） 

関係者からの情報 ①企業・産業界 

②専門家・C/P・スタッフ 

①インタビュー 

②質問票 

社会面への波及

効果 

MOJC の活動により、モンゴルと日本の国民の間の関係が強化されたか 関係者からの情報 ①専門家報告書 

②商工会議所 

③専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②インタビュー 

③質問票 

他の類似機関、大学等への正負の影響があるか 関係者からの情報 ①専門家報告書 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②質問票 

その他の波及効

果 

以上の他にどのような正・負のインパクトを与えているか 関係者からの情報 専門家・C/P・スタッフ 質問票 

自立発展性（見込み） 

政策的側面 モンゴル側の MOJC に対する支援が今後も継続するか。 国家政策や対外経済関係・

貿易・投資省の方針 

① 国家政策、その他関連政策 

② 対外経済関係・貿易・投資省の幹部

職員 

①資料レビュー、 

②インタビュー 
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制度面 MOJC のビジョンや位置づけは明確か ・ビジョンや位置づけに関す

るデータ 

・関係者の意見 

① MOJC 設立規定 

② 対外経済関係・貿易・投資省の幹部

職員 

①資料レビュー 

②インタビュー 

適切な、スタッフ配置計画、スタッフの能力強化計画、講師育成計画があるか。 関係者の意見 専門家 質問票 

各スタッフの業務所掌が適切に規定されているか。 関係者の意見 専門家 質問票 

組織面 

スタッフは、センターの活動を適切に運営管理する能力を有しているか 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ 質問票 

財務面 自己収入額は増加しているか。自己収入増加に資する取り組みは見込まれるか。 ・自己収入データ 

・関係者の意見 

① 自己収入額及び費用回収率データ

② 専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②質問票 

事業面 日本の関係機関との連携拡大等、MOJC の機能が発展していく可能性はあるか。 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ 質問票及びインタビュー 

スタッフ、以下の能力を有しているか：①MOJC の年間活動計画策定 

②各コースやセミナーの企画・準備・実施・評価 

関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ 質問票 

知識とスキルを向上させたスタッフ、講師が長く勤務し続けるか 関係者の意見 ①スタッフ、講師の配置実績 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②質問票 

教材の量と質は、適切か 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ 質問票 

他機関や産業界の技術・運営面での支援は期待できるか 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ 質問票 

技術的側面 

供与資機材の維持管理が適切に行われる見通しはあるか 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ 質問票 

阻害要因 持続性に影響を与える貢献・阻害要因は何か 関係者の意見 専門家・C/P・スタッフ 質問票 

 

評価設問 

大項目 小項目 
情報源 データ収集方法 

実施プロセス 

当初計画した成果を達成するためにどのような計

画・実施体制の変更・軌道修正が行われたか 

プロジェクト実施中に把握されていた課題は何か。その課題はどのように解決されたか ①専門家報告書 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②インタビュー 

スタッフの能力向上は、順調に進展しているか。 問題がある場合、どの分野において、どのような問題があったか、どのように解決されたか。 専門家・C/P・スタッフ インタビュー 

モニタリングシステムの構築状況 コース編成やカリキュラムを柔軟に見直し・改善する体制になっているか、また運営上の課題

を自ら振り返り・解決する体制になっているか 

専門家・C/P・スタッフ インタビュー 

相手国のオーナーシップ ①スタッフの適正さ、 ②予算手当て スタッフ配置、予算支出実績 資料レビュー 

JCC は必要な時期に実施され、必要なテーマが話し合われていたか ①プロジェクト進捗報告書等 

②専門家・C/P 

①資料レビュー 

②質問表、インタビュー 

その他の定例会議は、十分機能しているか。（実施している場合） ①プロジェクト進捗報告書等 

②専門家・C/P・スタッフ 

①資料レビュー 

②質問表、インタビュー 

プロジェクトの進捗状況はどのようにモニタリングされていたか。 専門家 インタビュー 

専門家とモンゴル側講師及びスタッフ間のコミュニケーションは、円滑に行われているか。 専門家・C/P・スタッフ 質問票 

プロジェクトのマネジメント体制に問題はなかった

か。 

JICA モンゴル事務所及び JICA 本部との連絡・協力が円滑に実施されたか。 日本人専門家 インタビュー 

 



４－１．専門家派遣実績

氏名 役職 派遣期間

1 中村　光夫 所長
2007年5月2日～2009年7月15日
（第一フェーズから引き続き）

2 荒井　順一 業務調整員
2005年3月4日～2007年5月26日
（第一フェーズから引き続き）

3 白石　真美 業務調整員 2007年5月5日～2009年5月4日

4 櫻井　千代子 日本語教育専門家
2006年4月7日～2008年4月6日
（第一フェーズから引き続き）

5 藤島　夕紀代 日本語教育専門家 2008年4月1日～2010年4月15日

氏名 科目名 派遣期間

1 齋藤　政美 マーケティング 2007年1月3日～1月14日

2 佐藤　正忠 HACCP等取得指導 2007年3月5日～3月18日

3 里見　哲男
観光業商品企画・
セールスプロモーション

2007年3月14日～3月24日

4 小林　好佐 日本的経営及び経営戦略 2007年9月26日～2007年10月8日

5 倉原　健二 ビジネスコース運営・設計 2007年11月1日～2008年2月29日

6 佐久間　勝彦 日本語教育シンポジウム 2007年10月18日～10月22日

7 加藤　玲 販売管理 2007年10月25日～11月4日

8 本田　康夫 生産管理 2007年11月5日～11月25日

9 吉村　昭彦
財務管理/ビジネスプラン作
成支援

2007年12月5日～12月24日

10 浜野　昌弘 品質管理・原価管理 2008年1月10日～1月20日

11 河口　真一郎 労務管理 2008年1月24日～2月3日

12 斉藤　政美 マーケティング 2008年2月17日～2月27日

13 佐藤　正忠 HACCP等取得指導 2008年2月28日～3月18日

14 佐久間　征夫 観光業商品開発/販売促進 2008年3月5日～3月24日

15 小林　好佐 運営指導（日本的経営） 2008年4月30日～2008年5月12日

16 吉村　昭彦 財務管理 2008年6月16日～2008年7月6日

17 本田　康夫 生産管理(工程管理) 2008年9月1日～2008年9月15日

18 倉原　健二 ビジネスコース運営管理 2008年8月6日～2008年10月4日

19 西垣　直哉 品質管理 2008年9月22日～2008年10月6日

20 山崎　京子 労務管理 2008年11月8日～2008年11月29日

21 西田　純 マーケティング 2008年12月5日～2008年12月15日

22 佐藤　正忠 HACCP取得指導 2009年2月2日～2009年2月16日

23 林　隆男 ビジネスプラン作成支援 2009年1月7日～2009年1月24日

24 倉原　健二
ビジネスコース運営管理/企
業診断・指導

2008年11月24日～2009年2月20日

25 河口　真一郎
ビジネスコース運営管理／人
材育成

2009年6月9日～7月8日

26 西田　純 マーケティング／企業戦略 2009年6月17日～29日

長期専門家派遣実績

短期専門家派遣実績
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職員名 職位 在職期間 備考

1 オチルバット 運転手、施設管理 2002年4月21日～

2 ボロルサイハン 主任 2002年9月9日～2009年3月13日 退職

3 ムンフザヤ 職員 2002年10月7日～2007年4月30日 退職

4 ウヤンガ 職員 2003年4月10日～2009年5月25日 退職

5 オユンチメグ PCコース運営 2004年2月1日～

6 ツェングーン 職員 2004年2月2日～2008年10月31日 退職

7 アザビレグ 図書室運営 2005年4月13日～

8 ボロル 職員 2005年4月13日～2008年10月22日 退職

9 エルデネソウダ 職員 2005年4月13日～2009年1月20日 退職

10 エンフジャルガル 職員 2006年3月1日～2007年1月21日 退職

11 エルデネツェツェグ 日本語コース運営 2006年3月1日～

12 オドゲレル 職員 2006年6月13日～2008年12月31日 退職

13 バトトルガ
IT管理協力、PCコー
ス運営

2006年6月22日～

14 サンサルトヤ 日本語コース運営 2006年9月18日～

15 ガンボロル 職員 2007年4月24日～2007年6月23日 退職

16 ボロルマー 図書室運営 2008年2月1日～

17 エンフツォルモン 職員 2008年2月1日～2009年1月30日 留学中

18 N.デルゲルマー 日本語コース運営 2008年7月24日～

19 ニャムジャルガル ビジネスコース運営 2008年4月1日～

20 ウラムバヤル 市民講座、機材管理 2008年7月17日～

21 サロール ビジネスコース運営 2008年7月17日～

22 オユン 職員 2008年7月17日～2008年9月16日 退職

23 ムングンソロンゴ 日本語コース運営 2008年7月17日～

24 ウラムツェンゲル 図書室運営 2008年7月17日～

25 D.デルゲルマー 財務（収入） 2008年7月24日～

26 ガンエルデネ 統括主任 2002年～2006年、2009年1月1日～
2006年～
2008年留

27 ガルマーバザル 統括主任 2002年～2005年、2009年1月1日～
2005年～
2007年留

28 バトナサン 図書室運営 2009年3月1日～

29 ベルグン 職員 2009年3月1日～2009年6月 退職

30 オルホン 業務会計 2009年3月1日～

31 オチルエルデネ 受付 2009年3月1日～

４－２．現地スタッフの雇用実績
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添付資料４－３：　本邦研修実績

2006年度

研修科目 氏　名 受入先 研修期間 日数

1 Mr. Bilguun Jargalsaikhan

2 Ms. Otgontsetseg Syrmaajav

2007年度

研修科目 氏　名 受入先 研修期間 日数

3 Mr. Baatarjav Munkhzaya

4 Mr. Dontor Gantulga

5 Mr. Yadamsuren Chinbaatar

6 Ms. Dashchimed Ulziijargal

7 Ms. Namjildorj Erdenesurd

8 Ms. Gantulga Oyun

9 Ms. Tumurbaatar Sansartuya

10 Mr. Tseveenjar Ochirbat

2008年度

研修科目 氏　名 受入先 研修期間 日数

11 Mr. Baasanbyamba Erdenebuigan

12 Mr. Garam Barsbold

13 Mr. Soyolsuren Ganzorig

14 Ms. Enebish Odgerel

15 Mr.Khatanbaatar Ulambayar

16 Ms.Tuvdendorj Bolormaa

2009年度

研修科目 氏　名 研修目的 受入先 研修期間 日数

17
Dr. Suren DAVAA
（モンゴル国立総合大学（NUM）
学長）

18
Dr. Tsenddavaa DAVAADORJ
（モンゴル日本センター副所長・
NUM経済学部長）

ITコース研修

- 2008年1月14日～2月2日 20

センター運営
管理
（キルギス
J0722029、ベ
トナム
J0721787と合
同で実施）

日本的経営

1)日本センターで学んだ知識や技術について、日本での
適用事例を視察及び関係者との意見交換を行うことで、
日本的経営等の知識・技術のモンゴル企業への適用方
法を理解する。
2）研修で学んだ内容を自らの企業のみならず他企業へ
広く紹介し、日本的経営等の知識や技術の適用を望む
経営者に対してアドバイスを行えるようになる。

1）講義、演習、企業見学等を通じて、日本市場で必要とされる
ソフトウェアの品質とその作り込みの方法について理解する。
2）自国のソフトウェア会社において、品質向上に資するテスト
方法の提案ができるようになる。

2007年2月18日～3月10日

19

北海道科学技術総
合振興センター

212007年8月12日～9月1日

京都コンピューター
学院

-

21

- 2009年5月18日～27日 10

21
北海道科学技術総
合振興センター

2008年8月17日～9月6日

2009年2月12日～3月2日

日本理解
・日本に関する基礎知識を習得する
・日本の国立大学についての知識を習得し、今後の連携
等について意見交換を行う。

ビジネス実務
研修（日本式経
営）

・日本式経営を理解し、今後のビジネスコースの運営や設計に
役立てる。
・日本式経営のセミナー講師を勤められるようになる。
・「中小企業経営診断・指導実践講座」で学んだ日本式経営を
実際に日本で視察することによって、経営者・幹部として自社を
発展させる能力を身につける。

センター運営
管理

センターを運営する上で必要なマネージメントに関する知
識（リーダーシップ、計画性、タイムマネージメント、経済
性等）の習得。また、本の組織運営の実際を見ることに
よって、センターでの業務に実践的に生かすことができる
ようになる。
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番号 納入年月日 機材名 製造メーカー 型式 供与数 単価
価格

　現地通貨
通貨
単位 レート 価格　（円）

H18Kｙ-1 2007/3/30
パソコン
（ノート） NEC VersaE6211 8 1,718.91 13,751.3 USD 116.2 ¥1,597,898.74

H18Kｙ-2 2007/3/30
パソコン
（デスクトップ） NEC PowerMateX8601 19 1,737.18 33,006.4 USD 116.2 ¥3,835,346.00

H18Kｙ-3 2007/3/30 パソコン　（デスクトップ） NEC PowerMate8111 7 1,445.45 10,118.2 USD 116.2 ¥1,175,729.03
H18Kｙ-4 2007/3/30 プロジェクター NEC NP50DLP 4 2,554.90 10,219.6 USD 116.2 ¥1,187,517.52
H18Kｙ-5 2007/3/30 コピー機 Canon IR2022i 1 5,894.55 5,894.6 USD 116.2 ¥684,946.71

13,350.99 72,990.0 8,481,438.00

H19Kｙ-1 2008/2/15 パソコン　（ノート） NEC Versa6301 5 1,525.40 7,627.0 USD 106.98 ¥815,936.46
H19Kｙ-2 2008/2/15 パソコン　（デスクトップ） NEC PowerMate8111 6 1,090.0 6,540.0 USD 106.98 ¥699,649.20
H19Kｙ-3 2008/2/15 液晶テレビ　（ロビー） JVC JVC-LT-42FX77 1 2,137.0 2,137.0 USD 106.98 ¥228,616.26
H19Kｙ-4 2008/2/15 コピー機 Canon IR2022i 1 3,189.0 3,189.0 USD 106.98 ¥341,159.22
H19Kｙ-5 2008/2/19 DVDビデオカメラ Sony DCR908E 1 1,010.0 1,010.0 USD 106.48 ¥107,543.79
H19Kｙ-7 2008/2/21 プロジェクター Panasonic PT-D3500E 1 3,597.0 3,597.0 USD 106.98 ¥384,807.06

H19Kｙ-8 2008/3/24 電話機＋交換機 Panasonic
電話機システム

KX-TDA200 1セット 10,601.0 10,601.0 USD 106.98 ¥1,134,094.98

23,149.40 34,701.0 3,711,806.97

番号 納入年月日 機材名 製造メーカー 型式 供与数 単価
価格

現地通貨
通貨
単位 レート 価格　（円）

07.10.22 30cm定規(直定規) クラウン CR－RR103 60 153 9,180 Yen 1 ¥9,180.00

07.10.22

三角スケール(ポケット
用)
　（スケールの目盛り：
1/100・1/200・1/300・
1/400・1/500・1/600）

コクヨ TZ-1562

60

595 35,700

Yen 1 ¥35,700.00

07.10.22
製図版(平行定規A2
MP-400FL)

マックス MP92161
1

26,500 26,500
Yen 1 ¥26,500.00

08.03.24
プロジェクター用交換ラ
ンプ（ランプユニット）

TOSHIBA TLPLW6
15

29,700 445,500
Yen 1 ¥445,500.00

56,948.00 516,880.00 \516,880

H20Kｙ-1 09.02.24 防犯カメラ PLANET IPカメラシステム 1セット 14,771.00 14,771.00 USD 96.94 ¥1,431,900.74

H20Kｙ-2 09.03.19 大型UPS APC

Smart-UPS SURT
20000UXICH
（20000VA) 1セット 10,783.00 10,783.00 USD 96.61 ¥1,041,745.63

25,554.00 25,554.00 2,473,646.37

\15,183,771

供与機材

2006年度

2007年度

合計

合計

2008年度

総合計

合計

合計

携行機材

2007年度

　
　
４
－
４
．
機
材
リ
ス
ト

－
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添付資料５－１．ビジネスコースの実績１（ビジネス） 

2006年度 （受講者数合計：566名） 
 

コース名 ターゲット層 回数 期 間 受講者数 参加料 
講師現地化
状況 

1 
※ 

中小企業経営診断指導コ
ース（第5回） 
＜7課目連続講座＞ 

製造業・サービス業
の経営者及び管理者 

1回 約3.5ヶ月 
(内、講義期
間は約7週) 

58名 製造業：$180 
ｻｰﾋﾞｽ業：$150 

日本人講師 

2 
※ 

フォローアップセミナー 中小企業経営診断指
導コース修了生 

7回 1日間 128名 無料 日本人講師 

3 
※ 

地方セミナー（於・ダル
ハン） 

中小企業経営者、管
理職員 

6回 1日間 161名 無料 日本人講師 

4 起業家支援セミナー 中小企業経営者、管
理職員、起業を目指
す個人 

1回 約4週 30名 Tg 6,000 現地コンサ
ルティング
チーム 

5 
※ 

若手オーナーのためのビ
ジネス実践セミナー 

経営歴2 年以上の若
手経営者 

1回 約2週 21名 Tg 45,000 現地コンサ
ルティング
チーム 

6 HACCP 食品加工業経営者、
技術担当者、行政機
関役員 

1回 5日間 28名 Tg 50,000 日本人講師 

7 観光商品開発・セールス
プロモーション 

観光関連企業経営
者、管理職員 

1回 5日間 23名 Tg 50,000 日本人講師 

8 
※ 

日本語観光ガイド養成実
践コース 

日本語観光ガイドを
目指す者 

1回 約3週 28名 Tg 60,000 日本人講師/
現地講師 

9 日本センター経済フォー
ラム 

修了生、ビジネス界
の一般人、関連機関
の参加者 

1回 1日 89名 無料 日本人/モン
ゴル人講演
者 

10 
※ 

個別経営相談 受講生及び修了生企
業 

- 2 時間～3 時
間程度 

30社 
（累計） 

無料 日本人講師 

※：フェーズ1期間（～2007年1月21日）の実績。10の個別経営相談は、30社中27社がフェーズ1期間実績。 

 
2007年度 （受講者数合計：1,275名（5周年記念事業を除くと、843名）） 
 

コース名 ターゲット層 回数 期 間 受講者数 参加料 
講師現地化
状況 

1 中小企業経営診断指導コ
ース（第6回） 
＜7課目連続講座＞ 

製造業・サービス業
の経営者及び管理者 

1回 約5ヶ月 
(内、講義期
間は約7週) 

56名 Tg 280,000 日本人講師 

2 フォローアップセミナー 中小企業経営診断指
導コース修了生 

6回 1日間 110名 Tg 20,000 日本人講師 

3 地方セミナー（於・エル
デネット） 

中小企業経営者、管
理職員 

5回 1日間 79名 無料 日本人講師 

4 入門セミナー 中小企業経営診断指
導コースに関心のあ
る経営者・管理職員 

7回 1日間 259名 Tg 5,000 日本人講師 

5 HACCP指導コース 食品加工業経営者、
技術担当者 

1回 5日間 38名 Tg 50,000 日本人講師 

6 HACCP ワークショッ
プ 

行政機関役員 1回 2日間 2名 無料 日本人講師 

7 観光商品企画セー
ルスプロモーショ
ン実践講座 

観光関連企業経営
者、管理職員 

1回 5日間 25名 Tg 50,000 日本人講師 

8 観光ガイドセミナ
ー 

日本語観光ガイドコ
ース修了生 

1回 1日間 14名 Tg 2,000 日本人講師 

9 

特
別
コ
ー
ス 

日本語観光ガイド
養成実践コース 

日本語観光ガイドを
目指す者 

1回 約2週 30名 Tg 70,000 日本人講師
及び現地講
師 



 

 
10 ビジネスプラン作

成支援セミナー 
修了生 1回 4日間 39名 Tg 60,000 日本人講師 

11 ISO9001-2000 セミ
ナー 

修了生、管理職員 1回 1日間 20名 Tg 30,000 日本人講師 

12 

 

商品の品質向上に
ついて 

UNDP一村一品運動関
係者 

1回 1日間 24名 無料 日本人講師 

13 モンゴル・日本経済交流
セミナー 主催：JETRO 
共催：MOJC＆JICA 

経営者、一般人、学
生 

1回 1日間 147名 無料 日本人講師 
講演4名 

14 特別経済フォーラム（5
周年記念事業） 

中小企業経営者、起
業家 

1回 1日間 152名 無料 日本人講師 

15 日本的経営及び 5S 紹介
セミナー（5 周年記念事
業） 

中小企業経営者、起
業家 

1回 1日間 72名 無料 現地講師（修
了生） 

16 展示会（5周年記念事業） 中小企業経営者、起
業家 

1回 1日間 208名 無料 （修了生企
業） 

17 個別経営相談 受講生及び修了生企
業 

- - 31社 
（累計） 

無料 日本人講師 

 
2008年度 （受講者数合計：890名） 
 

コース名 ターゲット層 回数 期 間 受講者数 参加料 
講師現地化
状況 

1 中小企業経営診断指導コ
ース（第7回） 
＜5 課目連続講座＞＋各
クラス1科目( 特別)※ 

製造業・サービス業
の経営者及び管理者 

1回 約7ヶ月 
(内、講義期
間は約7週) 

51名 
+1 課目の
みの受講者
32名 

Tg 280,000 日本人講師 
（一部課目
は現地講師
と連携） 

2 地方セミナー（於・エル
デネット） 

中小企業経営者、管
理職員、公務員 

3回 2日間 108名 無料 日本人講師 

3 入門セミナー 中小企業経営診断指
導コースに関心のあ
る経営者・管理職員 

5回 1日間 198名 Tg 10,000 日本人講師 

4 労務管理 修了生 1回 4日間 33名 Tg 40,000 日本人講師 

5 

専
門
コ

ー
ス 中長期経営計画 修了生 1回 2日間 29名 Tg 30,000 日本人講師 

6 
店舗管理コース 

通常コースｻｰﾋﾞｽ業
クラス受講者、一般
人（経営者） 

1回 5日間 
40名 
通常：22名 
一般：18名 

通常： Tg 30,000 
一般： Tg 50,000 

日本人講師 

7 
工程管理コース 

通常コース製造業ク
ラス受講者、一般人
（経営者） 

1回 5日間 
30名 
通常：16名 
一般：14名 

通常： Tg 30,000 
一般： Tg 50,000 

日本人講師 

8 HACCP指導コース 食品加工業経営者、
技術担当者 

1回 5日間 40名 Tg 50,000 日本人講師 

9 HACCP ワークショ
ップ 

行政機関役員 1回 2日間 2名 無料 日本人講師 

10 HACCP セミナー
（行政機関対象） 

行政機関職員（食料
品製造・サービス担
当） 

1回 1日間 19名 無料 日本人講師 

11 HACCP コース（工
場実践コース） 

アルコール・アルヒ
製造者 

1回 1日間 17名 無料 日本人講師 

12 日本語観光ガイド
養成実践コース 

日本語観光ガイドを
目指す者 

1回 約2.5週 30名 Tg 70,000 現地講師 

13 ビジネスプラン作
成支援セミナー 

中小企業経営者／銀
行ローンオフィサー 

2回 5 日間／3 日
間 

45名／17
名 

Tg 60,000 日本人講師 

14 

特
別
コ
ー
ス 

ISO9001・14001セ
ミナー 

修了生、管理職員 1回 4日間 12名 Tg 40,000 日本人講師 



 

15 5S 及び改善コー
ス 

経営者、一般人 2回 3日間 66名 Tg 30,000 日本人講師 

16 対日ビジネスセミナー
（食品分野）主催：JETRO 
共催：MOJC/商工会議所  

経営者、一般人 1回 1日間 121名 無料 日本人講師 

17 JETRO 共催個別相談会
（食品分野） 

食品製造企業 - - 9社 無料 日本人講師 

18 個別経営相談 受講生及び修了生企
業 

- - 37社 
（累計） 

無料 日本人講師 

※：「工程管理」は製造業、「店舗管理」はサービス業の選択課目。これら2課目は特別コースとし、一般受講生を含む。 
 
2009年度（見込み含む） （受講者数合計：917名） 
 

コース名 ターゲット層 回数 期 間 受講者数 参加料 
講師現地化
状況 

1 中小企業経営診断指導コ
ース（第8回） 
＜5 課目連続講座＞＋各
クラス1科目( 特別) 

製造業・サービス業
の経営者及び管理者 

1回 約8ヶ月 
(内、講義期
間は約5週) 

62 名＋聴
講生2名 

Tg 300,000 
(5×Tg 60,000) 
 

日本人講師
（一部課目
は現地講師
と連携） 

2 地方セミナー（於・エル
デネット） 

中小企業経営者、管
理職員、公務員 

3回 3～4日間 90名 
(定員30×3
回) 

無料 日本人講師 

3 入門セミナー 中小企業経営診断指
導コースに関心のあ
る経営者・管理職員 

7回 1日間 350名 
(定員50×7
回) 

Tg 10,000 日本人講師 

4 
専
門 

コ
ー
ス 

労務管理 修了生 1回 3日間 40名 Tg 40,000 日本人講師 

5 
工程管理コース 

通常コース製造業ク
ラス受講者、一般人
（経営者） 

1回 5日間 
45名 
通常：30名 
一般：15名 

Tg 60,000 日本人講師 

6 
店舗管理コース 

通常コースｻｰﾋﾞｽ業
クラス受講者、一般
人（経営者） 

1回 5日間 
45名 
通常：30名 
一般：15名 

Tg 60,000 日本人講師 

7 HACCP指導コース 食品加工業経営者、
技術担当者 

1回 5日間 30名 Tg 50,000 日本人講師 

8 HACCP セミナー
（行政機関対象） 

行政機関職員（食料
品製造・サービス担
当） 

1回 1日間 25名 無料 日本人講師 

9 日本語観光ガイド
養成実践コース 

日本語観光ガイドを
目指す者 

1回 約2週 30名 Tg 70,000 現地講師 

10 ビジネスプラン作
成支援セミナー 

中小企業経営者 2回 5日間 90名 Tg 60,000 日本人講師 

11 5S 及び改善コー
ス 

モンゴル国立大学経
済学部の職員 

1回 1日間 29名 無料 現地講師(ス
タッフ） 

12 

特
別
コ
ー
ス 

現地コンサルタン
ト養成講座 

現地コンサルタント 2回 3日間 50名 Tg 40,000 日本人講師 

13 モンゴル国立大学、
EBRD-BAS との共催セミ
ナー（経済危機の影響と
対応策） 

大学関係者、省庁関
係者、修了生、他 

1回 1日間 29名 無料 日本人講師
及び現地講
師 

14 企業診断指導（モデル企
業育成） 

モデル企業候補企業 - - 8社（3社） 1回Tg 30,000 日本人講師
（一部現地
講師と連携） 

15 個別経営相談 受講生及び修了生企
業 

- - 40社 受講生および 2
年前までの修了
生は無料。それ以
前の修了生は、1
回 Tg 30,000 

日本人講師
（一部現地
講師と連携） 

※2009年6月末実施時点での実施済みは、1の一部、3の内2回、9・11・13のみ。 
以上 



番号 講座名 講師名 期間 受講者数 修了者数

1
IT初級日本語コース
（第4回シニアITエンジニアコース）

日本語センターに委託
2006年11月06日～2007年
02月28日

25 25

2
IT中級日本語コース
（第4回シニアITエンジニアコース）

オノン、伊藤、吉池桜
2007年02月26日～2008年
06月30日

25 25

3
S/W開発専門語習得
（第4回シニアITエンジニアコース）

D.デルゲルサイハン
2008年2月20日～2008年2
月26日

20 20

30
ＵＭＬ表記法
（第4回シニアITエンジニアコース）

D.デルゲルサイハン
2008年2月21日～2008年2
月24日

14 14

5
Ｊａｖａ言語
（第4回シニアITエンジニアコース）

D.デルゲルサイハン
2008年2月27日～2008年3
月9日

9 9

6
Database design/ MS-SQL/
（第4回シニアITエンジニアコース）

D.ウルジーオルシホ、
D.ソヨルエルデネ

2008年3月14日～2008年3
月26日

10 10

7
PM概論
（第4回シニアITエンジニアコース）

Ts.オランビレグ
D.デルゲルサイハン

2008年3月26日～2008年3
月29日

8 8

8
Workshop
（第4回シニアITエンジニアコース）

D.デルゲルサイハン
2008年6月11日～2008年7
月8日

10 10

121 121

２．コンピュータコース 

番号 コース名 講師 期間 受講者数* 修了者数
2006年～2009年3
月までの受講料

2009年4月以降見
直し後受講料

年間コース回数
現在までの実施

回数

1 タイピング B.オユンツェツェグ 2006年6月～2009年6月 303 138 10.000Ｔｇ 15.000Tg 16回 56回

2 ベーシック B.オユンツェツェグ 2006年6月～2009年6月 358 187 5.000Ｔｇ 10.000Tg 21回 49回

3 エクセル B.オユンツェツェグ 2006年6月～2009年6月 273 126 7.000Ｔｇ 10.000Tg 16回 24回

4 ワード｢正式レターの書き方｣ B.オユンダリ/A.ガントール 2006年6月～2009年6月 273 100 8.000Ｔｇ 15.000Tg 16回 19回

5 インターネット B.オユンツェツェグ 2006年6月～2009年6月 400 236 7.000Ｔｇ 10.000Tg 20回 59回

6
パワーポイント「 効果的なプレゼン
テーションのやり方」

B.オユンダリ
P.エルデネトゥルガ

2006年6月～2009年6月 115 54 15.000Ｔｇ 15.000Tg 11回 22回

7 パブレッシャー B.オユンツェツェグ 2006年6月～2009年6月 146 68 6.000Ｔｇ 10.000Tg 9回 11回

8 ドリームウエバ B.オユンツェツェグ 2006年6月～2009年6月 91 38 20.000Ｔｇ 25.000Tg 7回 19回

1959 947
*　コースごとの募集人数は１６名

科目名 期間 講師 受講料/1人
1 初めてのPC教室 2008.10.28、2008.10.29 センターのスタッフ 無料
2 初めてのPC教室 2009.01.09、15､16,28 センターのスタッフ 無料 センター開発教材

受講者数　（延べ人
小学校　２６人
小学校　６４人

学生　   80,000Tg／人
一般　   100,000Tg／人

総額　960,000Tg

合計

ＩＴ系学生　　　　 　4人（40％）
現役エンジニア　6人（60％）

ＩＴ系学生　　　　 　5人（62.5％）
現役エンジニア　3人（37.5％）

１．シニアITエンジニアコース

3.初めてのPC教室

受講者内訳
現役エンジニア　25人（100％）

ＩＴ系学生　　　　 　8人（40％）
現役エンジニア　12人（60％）

ＩＴ系学生　　　　 　4人（40％）
現役エンジニア　6人（60％）

合計

学生　   25,000Tg／人
一般　   30,000Tg／人

総額　260,000Tg

学生　   25,000Tg／人
一般　   30,000Tg／人

総額　280,000Tg

学生　   15,000Tg／人
一般　   20,000Tg／人

総額　250,000Tg

その他備考　（使用ﾃｷｽﾄ・教訓等）
センター開発教材

受講料（一人当たり、総額）

80000Tg

180.000Tg

学生　   15,000Tg／人
一般　   20,000Tg／人

総額　360,000Tg

ＩＴ系学生　　　　 　6人（43％）
現役エンジニア　8人（57％）

ＩＴ系学生　　　　 　2人（22％）
現役エンジニア　7人（78％）

学生　   20,000Tg／人
一般　   24,000Tg／人

総額　172,000Tg
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添付資料５－３．日本語コースの実績

2006年度開講　（受講者数合計：3,455名、テスト受験を除く：1,958名、修了者数：270名）

№ コース名 対象 講義内容 達成目標 コマ数 定員
受講者

数
修了者

数
受講料 講師現地化状況

1 06-07 日本語教育実習コース(前期） 教員、教員志望者 教案・教具作成、実習授業、授業見学 教授法習得 21 10 10 10 10000₮ 専門家

2 06-07 日本語教育実習コース（後期） 教員、教員志望者 教案・教具作成、実習授業、授業見学 教授法習得 26 10 9 10 10000₮ 専門家

3 06-07 日本語初級総復習コース(前期） 初級既習者 口頭練習を中心とした初級文型の指導 初級文型理解、会話力向上 21 20 20 12 10000₮ 現地講師（日本人）

4 06-07 日本語初級総復習コース（後期） 初級既習者 口頭練習を中心とした初級文型の指導 初級文型理解、会話力向上 25 20 15 10 10000₮ 現地講師（日本人）

5 06夏 映画で学ぶ日本語中級コース 3級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習

楽しみながら中級会話力育成 22 32 30 24 20000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

6 06秋 映画で学ぶ日本語中級コース 3級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習

楽しみながら中級会話力育成 42 32 32 15 20000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

7 07春 映画で学ぶ日本語中級コース 3級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習

楽しみながら中級会話力育成 30 32 35 27 20000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

8 06秋 映画で学ぶ日本語上級コース 2級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習

楽しみながら上級会話力育成 29 32 14 9 20000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

9 06秋 ビジネス日本語中級会話編 3級程度
機能別ビジネス日本語（紹介、挨拶、許可、
依頼、電話、アポイント等）

ビジネス中級会話習得 18 32 32 15 20000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

10 07春 ビジネス日本語中級会話編 3級程度
機能別ビジネス日本語（紹介、挨拶、許可、
依頼、電話、アポイント等）

ビジネス中級会話習得 17 32 32 24 20000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

11 06秋 ビジネス日本語上級会話編 2級程度
機能別ビジネス日本語（説明、意見、説得、
クレーム、プレゼンテーション等）

ビジネス上級会話習得 16 32 32 12 20000₮ 専門家・現地講師（モ
ンゴル人）

12 07春 ビジネス日本語上級文書編 2級程度
機能別、形式別ビジネス文書の書き方の指
導と添削

ビジネス文書作成法習得 15 32 27 15 20000₮ 専門家

13 06夏 ラクラク漢字300コース 漢字未習者
漢字オリエンテーション、初級漢字300の読
み書き、熟語、復習クイズ、漢字コンテスト

初級漢字習得 22 32 30 20 20000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

14 07春 ラクラク漢字300コース 漢字未習者
漢字オリエンテーション、初級漢字300の読
み書き、熟語、復習クイズ、漢字コンテスト

初級漢字習得 27 32 32 14 20000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

15 06-07 初級IT日本語コース ITエンジニア みんなの日本語1～44課、実力テスト 初級中盤までの文法習得
292.5
時間

25 23 13 80000₮ 外部委託

16 06 中級IT日本語コース ITエンジニア
みんなの日本語37～50課、ビジネス日本語
中級会話、実践IT中級会話

初級文法習得、ビジネス中級会
話習得

250.5
時間

30 22 8 30000₮ 専門家・現地講師（モ
ンゴル人・日本人）

17 07 中級IT日本語コース ITエンジニア
みんなの日本語45～50課、IT用語、ビジネ
ス中級会話、実力テスト

初級文法習得、ビジネス中級会
話習得

250
時間

25 23 19 90000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

18 06秋  中・上級者のための読解講座 3～2級程度 専門文章の読解ストラテジー 読解ストラテジー習得 3 32 32 13 2000₮ 専門家

19 06 特別講座「日本語の話し方」 一般、日本語学習者
日本語の発声法、日本語らしい発音、日本
の文化と言葉の関係、質疑応答

2 - 220 - 無料 外部講師（日本人）

20 06 日本語一日体験授業 日本語未習者
ひらがな・かたかなの書き方、漢字紹介、自
己紹介、あいさつ

日本語に触れる、日本語に興味
を持つ

40 - 633 - 無料
現地講師（モンゴル

人・日本人）

21 07 日本語一日体験授業 日本語未習者
ひらがな・かたかなの書き方、漢字紹介、自
己紹介、あいさつ

日本語に触れる、日本語に興味
を持つ

35 - 655 - 無料
現地講師（モンゴル

人・日本人）

22 06 日本語月例実力テスト 能力試験受験者 各級の過去問題による模擬試験 試験合格 20 - 415 -
14000₮
(7回)

専門家・現地講師（モ
ンゴル人）

23 07 日本語月例実力テスト 能力試験受験者 各級の過去問題による模擬試験 試験合格 28 - 1082 - 14000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

855.5 3455 270

※網がけは、フェーズ1期間中（～2007年1月21日）に終了。 ※時間単位は2時間で1コマに換算

（１）コースの実施実績

計
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2007年度開講　（受講者数合計：1,949名、テスト受験を除く：1,173名、修了者数：342名）

№ コース名 対象 講義内容 達成目標 コマ数 定員
受講者

数
修了者

数
受講料 講師現地化状況

1 07-08 日本語教育実習コース(前期） 教員、教員志望者 教案・教具作成、実習授業、授業見学 教授法習得 22 10 10 10 10000₮ 専門家

2 07-08 日本語教育実習コース（後期） 教員、教員志望者 教案・教具作成、実習授業、授業見学 教授法習得 26 10 10 10 10000₮ 専門家

3 07 「日本語教授法」公開講座 教育実習コース参加者
授業の組み立て方、初級重要文型の教え
方、教案の書き方、模擬授業

教授法習得、教師間ネットワーク
形成

2 40 43 - 無料 専門家

4 07 「PPT作成講座」 教育実習コース参加者 教育実習時で使うPPTの作成方法を指導 PPT作成技術習得 2 10 10 - 無料
現地講師（モンゴル

人）

5 07 中学校日本語教師研修 中学校教員、地方教員
授業の組み立て方、初級重要文型の教え
方、教案の書き方、模擬授業

教授法習得、教師間ネットワーク
形成

30
時間

20 12 12 10000₮ 専門家・現地講師（モ
ンゴル人・日本人）

6 07-08 日本語初級総復習コース（前期） 初級既習者 口頭練習を中心とした初級文型の指導 初級文型理解、会話力向上 21 20 20 14 10000₮ 現地講師（日本人）

7 07-08 日本語初級総復習コース（後期） 初級既習者 口頭練習を中心とした初級文型の指導 初級文型理解、会話力向上 25 20 20 14 10000₮ 現地講師（日本人）

8 07夏 映画で学ぶ日本語中級コース 3級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習

楽しみながら中級会話力育成 30 32 27 20 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

9 07秋 映画で学ぶ日本語中級コース 3級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習

楽しみながら中級会話力育成 41 32 23 10 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

10 08春 映画で学ぶ日本語中級コース 3級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習

楽しみながら中級会話力育成 37 32 21 6 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

11 07秋 映画で学ぶ日本語上級コース 2級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習

楽しみながら上級会話力育成 15 32 15 11 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

12 07秋 ビジネス日本語中級会話編 3級程度
機能別ビジネス日本語（紹介、挨拶、許可、
依頼、電話、アポイント等）

ビジネス中級会話習得 17 32 27 20 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

13 08春 ビジネス日本語中級会話編 3級程度
機能別ビジネス日本語（紹介、挨拶、許可、
依頼、電話、アポイント等）

ビジネス中級会話習得 17 32 22 16 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

14 07春 ビジネス日本語上級マナー編 2級程度
概論、面接でのマナー、電話でのマナー、仕
事でのマナー、社会人としてのマナー、模擬
面接

ビジネスマナー習得 6 32 30 21 7000₮ 専門家（所長）

15 08春 ビジネス日本語上級マナー編 2級程度
概論、面接でのマナー、電話でのマナー、仕
事でのマナー、社会人としてのマナー、模擬
面接

ビジネスマナー習得 8 32 32 23 7000₮ 専門家（所長）

16 07秋 ビジネス日本語上級会話編 2級程度
機能別ビジネス日本語（説明、意見、説得、
クレーム、プレゼンテーション等）

ビジネス上級会話習得 17 32 23 15 30000₮ 専門家・現地講師（モ
ンゴル人・日本人）

17 08春 ビジネス日本語上級文書編 2級程度
機能別、形式別ビジネス文書の書き方の指
導と添削

ビジネス文書作成法習得 17 32 29 18 30000₮ 専門家・現地講師（日
本人）

18 07夏午後 ラクラク漢字300コース 漢字未習者
漢字オリエンテーション、初級漢字301の読
み書き、熟語、復習クイズ、漢字コンテスト

初級漢字習得 27 32 32 30 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

19 07夏夜 ラクラク漢字300コース 漢字未習者
漢字オリエンテーション、初級漢字302の読
み書き、熟語、復習クイズ、漢字コンテスト

初級漢字習得 27 32 32 24 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

20 07秋 ラクラク漢字300コース 漢字未習者
漢字オリエンテーション、初級漢字303の読
み書き、熟語、復習クイズ、漢字コンテスト

初級漢字習得 27 32 34 21 30000₮ 現地講師（モンゴル
人）

21 08春 ワクワク漢字中級コース 初級漢字修了者
中級漢字200の読み書き、熟語、復習クイ
ズ、漢字コンテスト

中級漢字習得 20 32 22 16 30000₮ 現地講師（モンゴル
人）

22 07-08 初級IT日本語コース ITエンジニア
みんなの日本語1～44課、IT用語、ビジネス
初級会話、実力テスト

初級中盤までの文法習得
265
時間

25 24 17 90000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

23 08 中級IT日本語コース ITエンジニア
みんなの日本語45～50課、IT用語、ビジネ
ス中級会話、実力テスト

3級＋IT用語＋ビジネス中級会
話

150
時間

25 20 14 90000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

24
07 特別講座「日本語教師のための発音
指導法」

モンゴル人日本語教
師

参加者一人一人への発音指導、質疑応答 2 30 30 - 無料 外部講師（日本人）

25 07 特別講演「日本語習得の秘訣」 一般、日本語学習者 日本語独特のリズムや言い回しの習得方法 2 - 180 - 無料 外部講師（日本人）

26 08 日本語一日体験授業 日本語未習者
ひらがな・かたかなの書き方、漢字紹介、自
己紹介、あいさつ

日本語に触れる、日本語に興味
を持つ

32 - 425 - 無料
現地講師（モンゴル

人・日本人）

27 08 日本語月例実力テスト 能力試験受験者 各級の過去問題による模擬試験 試験合格 28 - 776 - 14000₮ 現地講師（モンゴル
人）

690.5 1949 342

※時間単位は2時間で1コマに換算

計
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2008年度開講　（受講者数合計：755名、テスト受験を除く：720名、修了者数：318名）

№ コース名 対象 講義内容 達成目標 コマ数 定員
受講者

数
修了者

数
受講料 講師現地化状況

1 08-09 日本語教育実習コース（前期） 教員、教員志望者 教案・教具作成、実習授業、授業見学 教授法習得 22 10 10 10 10000₮ 専門家

2 08-09 日本語教育実習コース（後期） 教員、教員志望者 教案・教具作成、実習授業、授業見学 教授法習得 26 10 8 8 10000₮ 専門家

3 08 「日本語教授法」公開講座 教育実習コース参加者 授業の流れ、導入、基本練習、応用練習 教授法理解 2 25 25 - 無料 専門家

4 08 「PPT作成講座」 教育実習コース参加者 教育実習時で使うPPTの作成方法を指導 PPT作成技術習得 1 10 10 - 無料
現地講師（モンゴル

人）

5 08 日本語教授法演習コース 中学校教員、地方教員
授業の流れ、授業見学、ワークショップ、教
案の書き方、模擬授業

教授法習得、教師間ネットワーク
形成

27.5
時間

20 16 16 10000₮ 専門家・現地講師（モ
ンゴル人・日本人）

6 08-09 日本語初級総復習コース（前期） 初級既習者 口頭練習を中心とした初級文型の指導 初級文型理解、会話力向上 23 20 20 13 10000₮ 現地講師（日本人）

7 08-09 日本語初級総復習コース（後期） 初級既習者 口頭練習を中心とした初級文型の指導 初級文型理解、会話力向上 26 20 20 15 10000₮ 現地講師（日本人）

8 08夏 映画で学ぶ日本語中級コース 3級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習

楽しみながら中級会話力育成 15 32 31 26 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

9 08秋 映画で学ぶ日本語中級コース 3級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習

楽しみながら中級会話力育成 34 32 19 10 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

10 09春 映画で学ぶ日本語中級コース 3級程度
映画視聴、内容把握、会話練習、語彙・漢字
練習、文法解説、文化紹介

楽しみながら中級会話力育成 20 32 19 11 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

11 09春 新聞で学ぶ日本語中上級コース 2級程度
新聞を題材にスキャニング、スキミングなど
ストラテジーを意識した読解方法を指導

読解ストラテジー習得 10 32 31 23 15000₮ 現地講師（日本人）

12 08秋 ビジネス日本語中級会話編 3級程度
機能別ビジネス日本語（紹介、挨拶、許可、
依頼、電話、アポイント等）

ビジネス中級会話習得 17 32 22 15 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

13 08秋 ビジネス日本語上級会話編 2級程度
機能別ビジネス日本語（説明、意見、説得、
クレーム、プレゼンテーション等）

ビジネス上級会話習得 17 32 14 6 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

14 09春 ビジネス日本語上級文書編 2級程度
機能別、形式別ビジネス文書の書き方の指
導と添削

ビジネス文書作成法習得 15 32 21 19 30000₮ 専門家・現地講師（モ
ンゴル人）

15 08夏午前 ラクラク漢字300コース 漢字未習者
漢字オリエンテーション、初級漢字300の読
み書き、熟語、復習クイズ、漢字コンテスト

初級漢字習得 27 32 32 25 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

16 08夏夜 ラクラク漢字300コース 漢字未習者
漢字オリエンテーション、初級漢字301の読
み書き、熟語、復習クイズ、漢字コンテスト

初級漢字習得 27 32 32 24 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

17 08秋 ラクラク漢字300コース 漢字未習者
漢字オリエンテーション、初級漢字302の読
み書き、熟語、復習クイズ、漢字コンテスト

初級漢字習得 27 32 32 17 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

18 09春 ラクラク漢字300コース 漢字未習者
漢字オリエンテーション、初級漢字300の読
み書き、熟語、復習クイズ、漢字コンテスト

初級漢字習得 27 32 33 15 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

19 09春 ワクワク漢字中級コース 初級漢字修了者
中級漢字200の読み書き、熟語、復習クイ
ズ、漢字コンテスト

中級漢字習得 20 32 33 21 30000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

20 08秋 日本語能力試験対策講座1級 1級受験者
解法を説明、練習問題、答え合わせ、解説、
宿題

試験合格 6 32 33 21 10000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

21 08秋 日本語能力試験対策講座2級 2級受験者
解法を説明、練習問題、答え合わせ、解説、
宿題

試験合格 6 32 32 23 10000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

22
08 特別講座
     「日本語教師のための発音指導法」

モンゴル人日本語教
師

母音の大切さ、イントネーション・アクセントを
実践的に指導

1 32 33 - 無料 外部講師（日本人）

23 08 特別講演「日本人の心」 一般、日本語学習者
日本の和歌、日本人の自然観などについて
講演

1 90 85 - 無料 外部講師（日本人）

24
08 特別講演
「心を伝える話し方-インタビュー30年の経
験から」

一般、日本語学習者
聞き手の立場に立って、誠意をこめて話すこ
との大切さについて講演

1 50 35 - 無料 外部講師（日本人）

25 09 日本語一日体験授業 日本語未習者
ひらがな・かたかなの書き方、漢字紹介、自
己紹介、あいさつ

日本語に触れる、日本語に興味
を持つ

46 - 74 - 無料
現地講師（モンゴル

人・日本人）

26 09 日本語月例実力テスト 能力試験受験者 各級の過去問題による模擬試験 試験合格 28 - 35 - 14000₮ 現地講師（モンゴル
人・日本人）

458.75 735 755 318

※時間単位は2時間で1コマに換算

ラジオ日本語講座の開発

モンゴル日本語教師会

在モンゴル日本国大使館

ウランバートル市教育局

モンゴルナショナル教育テレビ

モンゴルナショナルラジオテレビ局

日本語教授法演習コースの実施

テレビ日本語講座の開発

日本語スピーチコンテストの実施

計

（２）関係機関との連携実績

日本語スピーチコンテストの開催、日本語教育シンポジウムの開
催、日本語教育研究会

国際交流基金

連携内容

日本語能力試験の実施

関係機関・組織
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添付資料５－４．相互理解促進事業実績 

 
＊2006 年度は 2007 年1 月から 3 月分、2009 年度は 2009 年4 月から 6 月分 

１．相互理解促進事業 

（１）事業の開催 

コース・事業 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 合計 

市民講座  ― （9 回） 476 名 （9 回）469 名 （3 回）198 名 1143 名 

IT 折り紙教室 （9 回） 237 名 （14 回） 468 名 （19 回）423 名 （8 回）226 名 1354 名 

定期映画会  （6 回） 269 名 （24 回） 939 名 （20 回）774 名 （1 回）39 名 2021 名 

合計 （15 回） 506 名 （47 回）1883 名 （48 回）1666 名 （12 回）463 名 4518 名 

 

（２）関連事業への会場貸出 

事業内容 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 合計 

日本大使館主催事業 11 回 18 回 6 回 8 回 43 回 

JICA 主催事業 4 回 22 回 25 回 1 回 52 回 

日本センター共催事業 ― 3 回 5 回 5 回 13 回 

日本センター後援事業 ― 6 回 7 回 4 回 17 回 

モンゴル国立大学主催事業 ― 6 回 6 回 1 回 13 回 

その他 13 回 40 回 29 回 10 回 92 回 

合計 28 回 95 回 78 回 29 回 230 回 

 

（３）受託事業 

受託先組織名 プログラム名 対象 

博報堂 海外教師日本研修プログラム 中学生に日本語を教えている効率学校の日本語教師 

博報堂 海外児童日本体験プログラム 前述プロジェクトで日本へ行った教師の学校の児童 

アジア経営開発協力財団 

（ＦＡＭＤ） 
「ものづくり」日本語弁論大会 

日本で 2 年以上滞在したことのないモンゴル国籍を持

つ若者 

ひょうご環境創造協会 

「モンゴル森林再生センター」* 
専門家育成の活動 大学教授・植物学・環境学などの学生 

ひょうご環境創造協会 

「モンゴル森林再生センター」* 
一般市民への啓蒙活動 奨学生・中学生・高校生・大学生・一般 

*現在検討中 
 

２．図書館事業 

（１）利用者数 

 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 合計 

年間利用者数 5370 人 20456 人 21038 人 4780 人 51644 人 

新規登録者 549 名 2121 名 2241 名 501 名 5412 人 

 

（２）事業実績 

事業内容 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 合計 

①定期的事業 

作家の紹介  ― ― 10 回 3 回 13 回 

今月の一冊  ― ― 12 回 3 回 15 回 

「世界のあれこれコラム」  ― ― 14 回 6 回 20 回 

「日本語で話しましょう」しゃべり場 ― ― 6 回 ― 6 回 

②共催事業 

「モンゴルの木」書籍紹介セミナー ― ― １回(70 名) ― 1 回 

「すばらしい記憶術」公開セミナー ― ― ― １回(250 名) 1 回 

留学説明会 ― １回(1000 名) １回(350 名) ― 2 回 

合計 0 1 回 44 回 13 回 58 回 

 

③その他の図書館関連の活動 

2006 年度 

視聴覚コーナーの家具の入れ替え、コンピュータ用机の入れ替え、新着書コーナーの設置、留学コーナーの資料整理方法の変更 

2007 年度 

情報交換コーナーの設置、留学資料コーナーの充実、日本語教科書、日本語教育ビデオ、辞書類の購入、サービス用コーピー機２台の

購入、DVD 機２台、ヘッドホン１０台、ラミネート機２台を購入 

2008 年度 

ロッカー設置、机の配置変更及び席の増加、留学情報コーナー位置変更、利用者カード用 USB カメラ更新、利用者の写真背景ボード更

新、モンゴル語書籍及び日本語書籍の購入、図書室スタッフ用制服作成  

2009 年度 

モンゴル語書籍の購入、書籍検索用伝子カタログの復活 
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添付資料６： 成果の達成度 

 

成果１：「運営体制及びモニタリングシステムの強化により、MOJC が効果的、効率的に運営される」 

指標 指標の達成状況 

年次JCC ミーティングの開催 • 毎年5月に、合計3回のJCCミーティングが開催され、前年度（2007年は第一フェーズ）の実績と、翌年度の実施計画が共有されている。センターの収支計画

等、現在の問題点や将来性について、議論がなされている。 

3事業の月例MOJCミーティングの

開催 

• 月例ミーティングのかわりに、毎週月曜日に、C/P、専門家、各事業の主任が参加した定例ミーティングが行われ、2 週分のスケジュールの確認および業務予

定確認などがなされている。 

• 課を横断する特別な案件は、案件ごとのミーティングが随時開催されている。 

年間運営計画等の作成、実施及び

実施状況のモニタリング 

• 年間運営計画は、各課で専門家や主任が中心となって作成された後、調整の上、センター全体の年間計画が作成されている。 

• 活動のモニタリングは、各事業で行われている。日本語コースでは、各期終了時に、修了生のアンケート結果の検討とともに実施。ビジネスコースでは、各講

座の終了後に随時確認している。相互理解促進事業では、イベントなどを実施後、随時行っている。 

MOJCのスタッフ研修計画 • スタッフへの研修は、年間2 名の本邦研修を実施してきている。それ以外は OJT を通じた研修が行われており、特に計画は作成されていない。 

• 別途、2008 年度下半期に各事業の運営事業マニュアルを作成し、人事異動に対応したスムーズな運営を図っている。 

３事業間で連携した活動の件数 • センター設立5 周年の記念事業としての、一連の事業（特別経済フォーラム、日本語教育シンポジウム、特別市民講座、他）の実施（3 事業、2007 年） 

• ビジネスコースの主催する日本語観光ガイド養成コースの実施（ビジネスコースと日本語コース、毎年1 回）。 

• 地方での一日体験授業・映画上映会・日本語月例テスト・折り紙教室の実施（日本語コースと相互理解コース、2007 年 11 月ホブド県、2008 年 11 月エルデネッ

ト、2009 年4 月バガノールで実施） 

MOJCの参加者数増加及び活動向

上のための広報の種類及び件数 

• MOJC の主な広報媒体は、センターの HP、新聞広告、メーリングリスト、TV やラジオ、ポスターの掲示、年報、パンフレット、毎月発行するメールマガジン。 

• 別途、各コースの受講生の募集のために、新聞・ラジオ・TV・メーリングリスト・館内掲示等を通じた広報を行っている。 

• 日本語コースでは、日本語教師会への連絡。 

毎月のウェブサイトの更新とアクセ

ス件数 

• センターのホームページは、毎月月間報告や新規スタッフの着任などの最新情報を更新している。さらに、必要に応じて随時更新されている。 

• アクセス件数を確認する機能を有していなかったため、不明。現在機能を設定中。 

 

成果２：「中小企業のニーズに則した実践的な知識とスキルを提供するビジネスコースが行われるとともに、コースにおける現地講師の割合が増加する」 

指標 指標の達成状況 

年間実施戦略及び講義計画の作成、

スケジュールに沿った実施 

• 2008 年3 月に、ビジネスコース運営・設計分野の倉原専門家により「ビジネスコース全体設計書」が作成された。 

• さらに、事業年度の開始前に、ビジネスコース運営専門家や統括主任により年間事業計画書が作成され、JICA本部からの承認後、そのスケジュールに従って

事業が実施されている。 

モニタリングシステムの改善 • 各コース実施後、修了生へのアンケートが実施されている。アンケート結果は随時確認され、次のコース運営に反映される。たとえば、講師の声が小さい、モ

ンゴルの事例をさら挙げてほしいなどとの意見が、反映されている。 

• 上記アンケート結果や、講義を担当した短期専門家の報告書内容に基づいたコースの見直しが行われているが、システマティックなモニタリング制度としては

整備されていない。 

地域/セクター/役職別の受講者数 • ビジネスコースの受講生は、3,648 名（2007 年度566、2007 年度1,275 名、2008 年度890 名、2009 年度917 名。2009年度は一部見込みを含んでいる）。地方セ

ミナー以外の受講生は、殆どウランバートル市内からである。 
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コースを修了した受講生の数 

コースを修了する受講生の割合 

• コースの中心となっている「中小企業経営診断指導コース」の 2006 年から 2008 年までの実績の内訳は、 

 受講者数165 名、うち修了生は 128 名（修了生の割合は 78％） 

 社長96 名（58％）、部長20 名（12%）、マネージャー49 名（30%） 

• IT/PC コースの受講生は、合計2,080 名（IT コース 121 名、PC コース 1,959 名、現地小学生向けの PC セミナー90 名） 

コース及び教材の改善件数 • ビジネスコースの教材は、各コースを担当する講師（短期専門家）により準備されており、随時改善されている。2009 年度より教材を印刷会社に外注し、製本

することで、今後の活用が見込まれている。 

• 特別コースや専門コースの設置や、受講生の事業内容に沿った内容にする（コース開始当初は製造業のみを対象としていたものを、3 年前よりサービス業も

対象としている）ことで、受講生のニーズにあわせて改善を行っている。 

• また、現地講師の育成のための日本人専門家との共同講義や、他の機関との連携を通じた講義を行うようになっている。 

認定及び訓練された現地講師数 

 

• 現在、モンゴル国立大学経済学部長、モンゴル国立大学経済学部教授３名、会社社長２名、その他 3 名、合計９名が現地講師としてノミネイトされており、その

うち 3 名が 8 月より本邦研修に参加。 

• これまでの実績は、現地講師が中心となっているコースは、「観光ガイド養成実践コース」等、特定分野の講座の一部のみであるが、C/P であるモンゴル国立

総合大学の教員、修了生を含む民間企業経営者など、6 名が講師を務めている。さらに、通常コース 5 名、HACCP（総合衛生管理製造過程）1 名が、日本人専

門家との共同講義を担当した。 

• IT・PC コースは、全講義が現地講師により実施されている。 

他の開発援助機関との協力、助言の

もと実施されたビジネスコースの数 

• JICA（旧JBIC）のツーステップローンとの連携し、ローンを受けた企業に対し、ビジネスプラン作成支援セミナーを開催。 

• JETRO 派遣の講師により、2007 年は自動車及び環境分野、2008 年は食品のトレーサビリティ分野のセミナーを実施。 

• UNDP の一村一品プロジェクトの対象経営者（30 名）を対象として、運営管理専門家により５S に関する講義を実施。 

• 2009 年度は EBRD-BAS モンゴル事務所からの協力要請により、９月以降、地方都市でのセミナーや研修、地方都市での企業診断・指導、現地コンサルタント

育成研修、EBRD-BAS 現地コンサルタントとの合同企業診断・指導を実施予定。 

現地スタッフにより企画・実施された

活動数 

• 第一フェーズから引き続き、現地スタッフによる企画・実施が促進されている。（第一フェーズでの実績は、若手オーナーのためのビジネス実践講座の 2 度の

開催）。 

• 所内ビジネスマナー研修、所内5S と改善研修の実施。 

 

成果３ 「日本語教師のニーズに合致し、また、市場のビジネス機会の拡大に向けた日本語コースが開催される」 

指標 指標の達成状況 

年間実施戦略及び講義計画の作

成、スケジュールに沿った実施 

• 年度ごとに年間計画を専門家が作成し、主任やスタッフと検討後、そのスケジュールに沿った講義が実施されている。 

モニタリングシステムの改善 • 日本語コースでは、各期終了時に、修了生のアンケート結果の検討とともに実施している。 

地域/職種/目的別の受講者数 

コースを修了した受講生の数 

コースを修了する受講生の割合 

受講生の満足度 

 

• 受講者数と修了者数は以下の通り。 

 2006 年度は、通常コース 23 コースの受講生450 名中、コースを修了したのは 270 名。修了する割合は 60％。 

 2007年度は、通常コース21コースの受講生485名（無料の2公開講座（53名分）を除く）。コースを修了したのは、342名。修了する受講生の割合は、71％。 

 2008 年度は、通常コース 19 コースの受講生458 名中、修了した受講生は 318 名。終了する受講生の割合は、69％。 

 2009 年度は、実績がまだない。 

• 受講者は、96.6％がウランバートルからであり、その半分以上が学生である。 

• またアンケートの回答者のうち 85%が、コース内容に満足したと回答している。 

コース及び教材の改善件数 • コース内容や教材は、モニタリング結果を通じて随時改善されている。例えば、新規コースの開始。例えば、らくらく漢字中級コース、わくわく中級漢字コース、新

聞で学ぶ日本語中上級コース、映画で学ぶ日本語中級、歌で学ぶ日本語コース等。 



 

 

－
95－

 

• 教材の改善例としては、①漢字コースのテキストのフォントを明朝体から教科書体へ、ゲームを取り入れた教材への改訂、②ビジネス日本語コース（中級会話・

上級会話・上級文書編とも）のパワーポイント教材の誤字脱字の訂正、わかりやすい配置への修正、学習者への問いかけを含む構成などへの改善、③映画で

学ぶ日本語コースの教材作成等。 

認定及び訓練された現地講師数 • 候補となった 13 人中11 人（約85％）が認定され、そのうち 10 人が当コースで教えている。4 名の常勤講師は、現地スタッフとしてコース運営にも従事している。

現地講師（非常勤）には、4 名の日本人講師を含んでいる。 

• 一方、既存の講座を実施することは現地スタッフ（常勤講師）で可能だが、専門的な相談や新コースの立ち上げには、日本人専門家の存在が必須であると言わ

れている。また、モンゴル国内において、日本人専門家とモンゴル人講師で講座を実施している点が MOJC 日本語コースの大きな強みになっている。専門家が

中心となって実施しているコースとしては、教師養成・育成のコースがある。 

現地スタッフにより企画・実施した

活動数 

• 現地スタッフは、現地講師としての経験を活かして、積極的にコース運営に関わり、新規コースの企画や実施にも従事している。 

• らくらく漢字300 コース、わくわく漢字中級コース、歌で学ぶ日本語コースは、現地スタッフによって企画されたものである。 

 

成果４ 「相互理解促進事業に関し、様々な分野（経済、社会、文化など）におけるモンゴルと日本の情報が双方向に発信される機能が強化される」 

指標 指標の達成状況 

年間実施戦略及び講義計画の作

成、スケジュールに沿った実施 

• 相互理解促進事業には、日本人専門家は派遣されておらず、統括主任や図書館室の主任などが中心となって、年度ごとに年間計画を作成し、それに沿った活

動実施を行っている。 

モニタリングシステムの改善 • 相互理解促進事業は、約2 か月ごとに事業が実施されており、参加者へのアンケート調査を通じたモニタリングが随時行われている。 

• 図書館室利用においても、利用者へのアンケートが実施されている。 

• 上記のアンケート結果は、年度ごとの集約などはされておらず、モニタリングのシステムは設立されていない。 

現地スタッフにより企画・実施した

活動数 

• 相互理解促進事業には、日本人専門家は派遣されておらず、新規事業の殆どが、現地スタッフによって企画・実施されたものである。たとえば、①「しゃべり場」

の開催（毎月）、②モンゴルと日本の作家の作品紹介（毎月）、③世界のあれこれコラムの開催（月2 回）、④HP における今月の 1 冊の紹介、などである。 

相互理解促進活動への参加者数

（モンゴル人・日本人） 

来館者及び活動参加者の満足度 

地域別の参加者数 

• 定期的に実施されている、市民講座・折り紙・映画鑑賞等の事業への参加者数は、通算 4518 名。2006 年度は、（15 回） 506 名、2007 年度は、（47 回）1883 名、

2008 年度は、（48 回）1666 名、2009 年度は、（12 回）463 名。 

• 市民講座に関しては、参加者の91%がウランバートル市内からであり、日本人は1%未満。アンケート結果では、72.5％の参加者が、その内容に満足していると回

答している。 

• その他の活動に関しても、参加者の大半がモンゴル人である。日本人側の参加や興味の低さにより、機能していない活動や休止のものがある。たとえば、図書

室の掲示板を通じた相互理解では、日本人側からの反応が殆どない。また日本語を話す機会を共有することが目的の「しゃべり場」では、日本人の参加者が見

つからず、ここ数か月開催できていない。 

• この他に、他の機関との共催事業への参加を通じた相互理解促進がはかられている。 

図書館への来館者数 • 第二フェーズの図書館への延べ来館者数は、33644 名。2006 年度5370 名、2007 年度20456 名、2008 年度21038 名、2009 年度4780 名であり、年々増加してい

る。（2009 年度は 4 月から 6 月までの実績） 

• 新規登録者数は、5,412 名。2006 年度は 549 名、2007 年度は 2,121 名、2008 年は、2,241 名、2009 年度は、501 名。 

 



７．MOJC組織図

注）現地スタッフについて、部課をまたいでの兼務があるため、実際の人数より多く表れている。

モンゴル日本人材開発センター　組織体制の変遷

2009年4月以降
所長

長期専門家 副所長
C/P大学職員（非常勤）

業務調整員
長期専門家

統括主任
現地スタッフ

●総務課主任：現地スタッフ
●施設管理課主任：現地スタッフ

他、現地スタッフ6名

統括主任
現地スタッフ

【管理部】
（総務課・会計課・施設管理課）

●ビジネス課主任：現地スタッフ
運営管理：短期専門家
他、現地スタッフ5名

　
●日本語課主任：現地スタッフ

運営管理：長期専門家
他、現地スタッフ5名

●図書情報課主任：現地スタッフ
他、現地スタッフ7名

※事業ごとに、専門家・
現地スタッフ・期間契約
スタッフでチームを編

成。

【人材育成部】
（ビジネス課・日本語課）

【相互理解促進部】
（図書情報課・文化交流課）

【受託事業部】
（仮）

所長
長期専門家

副所長
C/P大学職員（非常勤）

業務調整員
長期専門家

ビジネスコース専門家 日本語コース専門家
相互理解促進事業

現地スタッフ8名

現地スタッフ4名
（IT・PCコース担当含）

現地スタッフ3名

管理部
現地スタッフ7名（主任1名）

2007年4月まで 2010/2/18
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